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第９日目（６月２２日） 

○議   長（松原良道君）  おはようございます。延会前に引き続き本会議を再開いた

します。 

 ただいまの出席議員数は２９名であります。これから本日の会議を開きます。 

（午前９時３０分） 

○議   長  本日の日程は一般質問とし、一般質問を続行いたします。 

 質問順位１９番、議席番号２３番・中沢俊一君。 

○中沢俊一君  おはようございます。梅雨の合間の晴れ間ということで、五月晴れという

のは本当は旧暦の今頃の晴れを言うんだそうですが、そういう爽やかな日の一般質問、第１

番であります。しばらくお付き合いをお願いいたします。 

 今回の一般質問の中で市長は、早い段階で副市長制あたりも考えて、自分はできれば市の

理念・戦略、そういうことに専念できる体制を作っていきたいというような答弁がございま

した。早くそうなってくれれば良いと私も思っております。そうした中で例の二本松の「戒

石銘」でしょうか、だいぶ議論をよんでおります。今日はまた少し違った意味で、東北の５

万石あまりの殿様の言葉ではなくて、市長・副市長制になった場合に市長からこんな言葉も

念頭において欲しいがなあ、ということを１～２ご紹介して一般質問に移りますけれどもお

許しください。 

 去年の１１月ですけれども、ピーター・ドラッカーという有名な経済学者が亡くなりまし

た。９５歳。９６歳の誕生日のわずか８日前のことでしたけれども。経済書をよくお読みに

なる市長は、この方の業績もよくご存知と思います。その方のある本の冒頭にあった言葉で

すが、特に企業にとっては機会を取り逃がす事こそ、そのなし得る最悪のことである。つま

り、お粗末な意思決定や間違った行動の方がまだましである。間違いは直す事ができるけれ

ども、しかし逸した機会は２度と返らない。こういうことを書いてありました。 

また、２０００年あまり前に、今のこの民主主義の世界の基を作ったといわれる古代ロー

マ、その指導者シーザーの言葉がありました。人間ならば誰にでも現実のすべてが見えるわ

けではない。多くの人は見たいと欲する現実しか見ない。見たくない事は見ない。しかしシ

ーザーは彼にだけは見えていた現実、それをそれぞれの立場にある指導者、こういう人達に

は無理に見せてきた。こういうこともあるわけです。 

１ 逆境迎えた「コシヒカリＢＬ」、市は打開策示せ 

 さて、昨日コシヒカリＢＬ、これにつきましては南雲議員の方から詳細な質問がございま

した。市長の方からも答弁が適切にございました。しかし私は、まだまだもう一歩突っ込ん

だ市長の答えが欲しい。幸い南雲議員の方から昨日この問題についての外堀を埋めてもらい

ました。私は今日は二の矢、三の矢で心置きなく本丸を攻められると思っております。 

私は、この演壇で魚沼コシヒカリのことを取り上げるのは、今回２回目でございます。２

年半ほど前になりますが、ちょうど魚沼コシヒカリがこの魚沼に種籾がきて発祥５０年、そ

ういう節目の年がございました。私は、高木美保さんを呼んだようなイベントもございまし
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たし、消費者を５０何人ほどこちらの方にお招きして１泊２日のツアーを組ませてもらいま

した。町からも当時８０万円という補助金をいただきました。この町の補助金が呼び水にな

りまして、県からも農協からも補助をいただいた。もちろん自分たちのコシヒカリ共和国か

らも１００万円という活動費を出して、計３２０万円というそこそこの行事を打ったわけで

ございます。ここで訴えた事は、発祥５０年の大きな節目を迎えて、新たな時代の産地間競

争に勝ち抜く。魚沼コシヒカリといえばわが国最大のブランド農産物であります。この更な

る強化を目指すと、こういうことでございました。 

通告の方にも上げておきましたけれども、５月１５日、某大手新聞が１面トップで「コシ

ヒカリＢＬ」の記事を報じた。これは明らかに事実と異なる取材ミスであります。これは入

っております。このコシヒカリというのは、我々新潟県民にとってただ、数百億円あるいは

それを上回る売上があるという事だけではない、大きな「日本一の美味い米」こういう精神

的なバックボーンになっているわけであります。これが最近あまり実は売れ行きが芳しくな

い。４月の正米市場で取引が成立したのはわずか６パーセント、また５月の正米市場でやっ

とその反動でなんとか売り切れるかと思ったらやっと半分。 

こういう厳しい状勢の中で、この全国紙が１面トップで報じたこの記事。これはいってみ

れば例のニューヨークの貿易センタービルが２つ飛行機で潰されてしまった、あれに匹敵す

るブランドに対するテロ行為だと思っております。ただこの新聞記者がそういう意図があっ

たかどうかわかりませんけれども。もし仮に新潟県がコシヒカリＢＬで成功すれば、他の県

はもうこれから後、味と量と安全性まで先行され、新潟コシヒカリに勝つ術はございません。

また農薬メーカーにしてもこの動きが全国規模で広がれば、あるいは世界規模で広がれば、

日本だけでもおそらく数百億円のいもち病の薬の売上減につながるでしょう。こういう背景

があるわけです。 

事実このＢＬの栽培に先立つ２年間、新潟県の米以外を扱っている米穀業者はいっぱいお

りました。散々ネガティブキャンペーンをうっております。そうした中でのきわめつきが今

回の朝日新聞の記事だったと私は思っております。 

さてこうした中で、新潟のコシヒカリＢＬ、これがまず今回大打撃を受けたとします。も

ちろん魚沼コシも並行して受けるわけであります。仮にここに書いてありましたとおり新潟

コシヒカリの相場がこれで下がってくれば、当然それにプラスして７,０００円、８,０００

円という値段のつけ方になっている魚沼コシヒカリは下がらざるを得ない。まさに貿易セン

タービルの２つの建物、片方は新潟コシヒカリ、片方は魚沼コシヒカリ。まさにこれでござ

います。 

新聞記事の中で、南魚沼この地域では、ＢＬと在来種が半々であろうという、ある米穀業

者のコメントが載っておりました。これは本当のところはこの方が関係している苗を売る会

社が扱っている苗が、自分のところは在来種を栽培していることもあって、うちから出る苗

は半々だというコメントを朝日新聞の記者が――言ってしまいましたが――こういうふうに

表現してしまったんだと。 
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それからもう１つ、昨日も紹介がありました新潟日報の窓という投書欄。地元の本当に篤

実な方であります。私も名前だけは存じておりますけれどもこの方が、６つの品種を交配し

たコシヒカリＢＬ。コシヒカリではない。６つの品種が交配してあればとてもじゃないがコ

シヒカリではございませんけれども、実はそうではございません。１品種だけいもちに強い

特質をもった品種を交配して、昨日もありました、５回、６回コシヒカリを戻し交配という

やり方でかけなおして、９０何パーセント、９８パーセント９９パーセントというコシヒカ

リの特質を残ながら、いもちに強いという特質をこの種籾の中へ埋め込んだとこういうこと

であります。この２点は確実に、これは悪意があろうがなかろうがこの新聞報道は明らかに

誤った事であります。 

しかも、これはある人から聞いた話ですけれども、この新潟日報の投書に対してはそのと

おりだと。こういう事実があるのであれば、県はＢＬコシヒカリというブランドで売るべき

だ、というようなラジオのコメントがあったそうであります。確実に広がっております。こ

の朝日新聞の記事は。これが恐いんです。 

そしてこの朝日新聞には最後の方にこういう書き方がありました。ある関西の、こういう

お米を考えている主婦の言葉をかりて、行政ぐるみの偽装ではないですか。ここで私は市長

に――昨日の南雲議員にまたおっ被せてになりますけれども――この影響をどうよむのか、

改めて聞きたい。それからこういうマスコミの報道。それから今後のＰＲ。もちろんこれは

消費者の存在を意識した上の行動ですけれども、どう考えておられるか。 

３つ目に、県、農協、魚沼の他の市町村、そしてもちろん農家。これは産地を対象にして

どういう行動を考えておられるか、これから考えられるか、これを伺いたい。シーザーでは

ないですけれども、あなたには他の人には見えなくても、見なければならないそういう責任

があると思います。そして見たくなくとも、他の人にもちゃんと見せて行動をおこさなけれ

ばならない、そういうまた責任もあると思う。 

我々の市は南魚沼市です。今日は傍聴席に魚沼の市民も来ておられるようであります。「魚

沼」というこの名前、１８年前はどちらかといえばマイナスのイメージがありました。魚沼

コシヒカリが１１年前に、新潟の一般コシヒカリと分けて上場されて８,０００円、９,００

０円、ときには１万円を越すような値段の差がついた。今でも平均７,０００円の差はついて

おると思います。こういう評価が定着をして、初めて私達の方が魚沼市だ、私達の方が南魚

沼市に仕方がないがなってしまった。こういう市の名前の奪い合いをするようなブランドに

なった。もしこれがイメージが偽装なんていわれて下がったとしたら、これは我々魚沼市民・

南魚沼市民の本当に拭い去る事のできない汚点だと思っています。 

これに私は行政の長としてこういう方面での手も打って欲しい、今のうちに。この地から

修学旅行に行く子供達が、九州に行こうが北海道に行こうが、あるいは老人クラブの皆さん

がどこに行こうが、「そうですか、魚沼、南魚沼は本当に米のおいしい。今まで一生懸命長

い間そういう銘柄を作ってきた。そういう素朴なところから来てくれたんですか」胸を張っ

て自慢ができるそういう環境だけは、どうしてもここで体をはって残して欲しい。そんなふ
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うに思っておりますが、改めて市長に考えを伺います。 

２ 「男女共同参画」の流れ、後戻りを許すな 

 さて２点目であります。６月３日でございましょうか、この南魚沼市もようやく男女共同

参画の市民会議の設立総会がございました。私も女房と２人、仮面を被りながら一緒に出さ

せてもらいました。やはり最近のいろいろな社会の事件がございます。これは戦後強くなっ

た靴下と女の悪い面が出てきて社会が混乱しているんだ。男は職場、女は家庭育児、これに

やはりきちんと直すべきだと、そういう「らしさ」がちょっとまたここで声を大きくしてい

るような私は気がします。 

くどくどとここで私も述べようと思いましたけれども、どうしたらその辺がわかりやすく

話せるのかなと思いまして。仮に今、子供を産んで母乳を与えるのは女の人、この女の方が

持っている特性でございますけれども、仮に我々男が子供を産んで母乳を与えるとなったら

どうなるだろう。こういう今日１日の日記風に書いてみました。どう感じられるか。ちょっ

と読ませていただきます。 

 ６月２２日、今朝も家族の誰よりも早く目を覚ました。一晩中５月に生まれた２人目の子

に１時間おきに母乳を含ませていたから超眠い。私の事です。うちの会社は産休が正味３０

日間、せめてもう半月休みたいけれども、これより長く休めば即クビだという。産後の疲れ

も夜中の授乳の眠たさも、社長や課長は女だから子供を産まないためわかってくれない。ま

あしょうがないか。所詮俺は男なんだから。 

妻は優良企業の係長、将来の幹部候補生だという。上の子は５歳で保育園だからパート勤

めの自分の分も含めて都合３人分の弁当を俺が作る。朝飯のやけに早い年寄りが起きる前に、

炊事と洗濯と済ませておかないと、きつい嫌味が待っている。 

おっと、上の子が起きてきた。保育園の支度をしてやらなければ。教育基本法ではないけ

れど、妻と家庭を愛する態度だけはしっかり示しておかないと。妻は新聞を見ながら５分で

朝食をかき込み、美味いとも言わずに買い換えたばかりのセダンで出勤していく。俺は１２

万キロ乗ったポンコツの軽だ。稼ぎが違うんだから仕方がない。所詮俺は男なんだから。 

上の子を保育園まで送り届け、あいさつもそこそこに職場へ向かう。園長先生は実家の親

父と同級生。最近めっきり頭がはげた。更年期なんだそうだ。会社に着いた。とにかく忙し

い。当然の事だが社長や管理職は全部女。俺たち子持ちの男はほとんどがパートだ。女と同

じ仕事をしているはずなのに何故か給料は安い、時給は安い。出産や介護で男には責任ある

仕事を任せられないからだという。もちろん昇進や昇給チャンスとは無縁である。 

３時過ぎ、突然保育園から電話が入った。上の子が熱を出しておやつを全部吐いた。また

かという聞こえよがしの課長の声。これだから男に仕事は任せられないのよね、と言いたげ

な濃い化粧の奥で目がにらんでいる。課長や社長はいいよ、こんなだから子供の病気も亭主

任せ。彼女ら上司に頭を下げ、同僚のパートの男達にも気兼ねをしながら、子供を医者にみ

せるため早退した。まあしょうがないか、所詮俺は男なんだから。 

病院からの帰り、朝新聞チラシから切り抜いておいた５パーセント引きの券を握り締めて
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近所のスーパーへ行く。舅は夕飯まで早いから、また下の子を預かってもらっている手前も

あるので急がなければ。今日も調理酒の瓶を１本そっと買い足した。パートの給料ではとて

もではないがビールなんかには手が出ない。１度年寄りの前で晩酌やろうとしたら、何だね、

男のくせに酒なんぞ。腹の子や乳飲み子に障りでもしたらどうするんだ。とごうぎな剣幕で

怒鳴られた。それからは台所の隅で隠れて調理酒を飲んでいる。幸いまだ見つかっていない。

急いで３杯目のコップを空にした。そういえば俺みたいなキッチンドリンカーがアル中にな

っていく子持ちの男が増えているというニュースがあった。この頃気のせいかコップを持つ

と手が震える。まあしょうがないか、所詮俺は男なんだから。 

 ちょっと長くなりますのでこの辺ではしょりますけれども、管理職の奥さんの午前様の帰

りを待ちながら、腹を減らして眠い目をこすりながら待っている。そういうわびしい亭主の

これから表記が続くわけです。 

本当に我々男が子供を産む、母乳を与える、こういう機能が仮になったとしたら、こうい

う生活を我々は送らなければならない、男は。これが我慢できましょうか、ということを私

は言いたいんですよ。何気なく我々はこれを女の人にまかってもらっているわけです。時間

もありますので、ここで一応打ち切って、あとは議席からの一般質問に変えさせていただき

ます。 

○市   長  おはようございます。のっけからどうも寸劇をお聞かせいただいてありが

とうございますが、そういうことにもめげず答弁だけは一生懸命やりますのでよろしくお願

いいたします。 

中沢議員の質問にお答えいたしますけれども、コシヒカリＢＬ関係の報道の関係でありま

す。その前に副市長制。自治法が改正になりまして来年からこれは施行します。そして今お

っしゃっていただいたように市長としての職務、本来の職務、これに専念をしていきたいと

いう考えであります。ピーター・ドラッカーのお話は今承りました。私も職員には常に申し

上げておりますけれども、積極的な失敗は消極的な無事に優るということを常に言っており

ます。とにかく議論をしたり考えたりしても行動が伴わなければだめだという事であります。

そういう積極的に行動していただいた結果の失敗、それはすべて私が責任を取るわけであり

ますから、そういう心構えで職務に励んでいただきたいという事は、常に申し上げておりま

す。 

１ 逆境迎えた「コシヒカリＢＬ」、市は打開策示せ 

さて、コシヒカリ報道であります。外堀だそうでありますけれども、概略といいますかは

昨日申し上げたとおりでありますので特に触れませんが。作付面積の関係であります。作付

配分面積が昨年１７年度は、私たちの地域で４,６０７ヘクタールでありました。その内、従

来コシヒカリ、これを作付けした分についてはＪＡ魚沼みなみで５ヘクタール、ＪＡ塩沢で

５５ヘクタールで６０ヘクタールであります。率にして１.３パーセント。この農業といいま

すか生産農家が、どういう意図でああいう事を申し上げてどういう意図で書いたのかという

のはちょっとわかりませんけれども、あれをあのまま見ますと９８パーセントもいっている
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わけではない、半々くらいだろうというふうにとらえてしまうわけです。この辺が意図も取

材の経過もよくわかりませんけれども、実質の数字はそういうことであります。これはきち

んと調べさせていただいた数字であります。そのほかに１３７ヘクタール分ぐらいは市外販

売があるのではないかということであります。この農家から、農家といいますかその苗の生

産者からですね。はっきりした数字はちょっとわかっておりません。これは市外であります。 

そんな状況でありまして、今おっしゃっていただいたとおりでありますので、昨日も申し

あげましたがこの対応をいかにすべきかということであります。県との、あるいはＪＡとの

それぞれの相談の中で、すぐ慌てて反論する、これは得策ではないという事で、全生産者向

けチラシの作成・配布。消費者向けの新聞広告。小売店への説明強化。これは県段階で対応

していただいているということであります。 

県から私たちやＪＡに、コシヒカリＢＬに切り替えたこと、従来コシヒカリと食味品質は

変わらない、そして農薬を減らした分より安全な米である、こういうことを一生懸命ＰＲし

てほしいという要請を受けたり――要請を受けなくてもやらなくてはならないわけですけれ

ども――今、そういうことに取り組んでいるところであります。ＪＡからも１５日の翌日だ

ったか１６日だったですか、全農家向けに確か、消費者向けにもそうですけれども、チラシ、

文書が回ったような記憶があります。これは農家向けだったかもわかりません。 

影響は、今ほど議員述べていただいたように、新潟コシが非常に売れ残っているというこ

とです。これはこの影響ではないだろうと。魚沼産コシヒカリは全量、ご承知でしょうけれ

ども全部契約済みでありますので、新潟コシヒカリが今売れ残っているという部分について

は、この報道の影響では私はないというふうに考えておりまして、影響は今のところ微々た

るものだろうと思っておりますが、これはまだわかりません。はっきりとはわかりませんが、

それぞれの機会を通じてこの報道に対しての信憑性は、きちんとそうではないということを

訴えていかなければならないと思っております。 

消費者への対応につきましては先ほど申し上げましたように、食味や品質は変わらない、

そして農薬を減らした分だけちゃんと安全になっているんだということを、きちんと宣伝を

していく、訴えていくということであります。今後の行動につきましては、これに尽きるわ

けでありまして、こういうキャンペーン的なことを継続していかなければならないとそうい

うことであります。 

そこでまたどういう反応が出てくるかというのはちょっと私どももわかりませんが、議員

はこの朝日新聞社の本社の方に対しても質問書でありましょうか抗議文でありましょうか、

送っていただいたそうでありまして、素早い対応に感謝を申し上げるところであります。私

は昨日申し上げましたように、この六日町支局の記者に対して、事実の関係とそしてきちん

としたこういうことは記者のといいますか、新聞を発行する、しかも日本の中で１、２を争

う大新聞でありますから、事実関係に基づかないことをぱんぱんと報道していいのか、とい

うことだけはきちんと申し上げておりました。その後の状況によっては、きちんと県とも相

談しながら抗議をする場面も発生するかもわからないということだけは伝えておきました。
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私は本社の方にはお話し申し上げておりません。 

そういうことでありますので、今のところはまだ推移を見守るという以外に方法はないと

思いますが、これも昨日お話しましたし、今、議員もおっしゃっていただいたように、農大

の教授とかそういう皆さんから、これは地方紙でありますけれども、きちんとした部分での

反論というよりは事実を新聞紙上でも述べていただいておりますので、賢明な消費者はそう

いうことに、朝日新聞の誤報ともいえる部分に惑わされることはそうないだろうという思い

であります。 

２ 「男女共同参画」の流れ、後戻りを許すな 

 男女共同参画であります。文面によればですけれども、今の議員のご質問といいますか、

男が子供を産んだり母乳でなくて父乳になりますか、与えたりということの逆の立場での、

なんでしょうか私に対する質問でもなかったような気がするんですけれども、それに対して

どうお答えをすればいいのかちょっと私がわかりません。が、ただ男女共同参画市民会議も

総会を経て設立をいたしましたし、行政の中でもこれを職員研修開催。５月１５日には再度

研修としての講演と庁内推進会議の設置を行う。着々と進めているところであります。 

ちなみに行政における庁内推進会議は、各関係の課長のこれは庁内推進会議でありまして、

基本方針についての審議と決定、これをやるわけであります。実務的な組織体制は係長と女

性職員からなる担当者会議。そして各テーマごとによる４つの検討部会、これは「健康福祉」

「子育て教室」「職場労働」「地域作り」この部会を設置して進めていくという計画であり

ます。ここに市民会議の皆さん方と一緒になってやっていっていただこうということであり

ます。 

 さてその「らしさ」でありますが、今、議員が創作していただいた物語は、数十年前には

事実そういう形であったことが多いと思います。今現在は、全くないとは申し上げられない

とは思いますけれども、そういう実態では相当解消されているんだろうと。私はいつも申し

上げますけれども、「男らしさ・女らしさ」これは性差から出てくるものでありますから、

これを否定はできない。ただしかしそれを押し付けることもできませんから、やはり男らし

さ・女らしさというのはあっていいと思うのです。それまで全部否定をして、昔でいえばあ

んにゃ面みたいな人間ばかりだとそれは困るんです。やはり男は男、女は女なんですから、

どう見たって。どこをひっくり返したってそういうことですから、それまで否定をして全部

同じになれなんていっても、これは全く無理な話であります。 

ですから、女性らしさ・男性らしさというのはあって当然であります。それを理由にして

いろいろ差別するのは、これは全くまずい事でありますし、男だから、女だからというこれ

はやはりきちんと否定していかなければならない、そういう基本的な考え方でありますので、

ご理解をお願いいたします。 

○中沢俊一君  １ 逆境迎えた「コシヒカリＢＬ」、市は打開策示せ 

市長が今おっしゃったように、私も翌日早速この新聞社の本社には電話を入れました。た

だしこれは抗議ではないと。抗議ではないけれどもしっかりと申し入れをさせていただく、
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ということで今のことは言わせてもらいました。やはり黙っていては、私はいけないと思い

ます。抗議ではいけませんけれども。これから黙って子供のけんかはしないよ、なんて言っ

ていたのでは、やはりマスコミというのは図に乗るばかりでございます。 

それはそれとしまして、私は５月のこの正米市場、あるいは４月のあれだけのごうぎな売

れ残りの反動がありまして、それでも正常に戻るのかなと思っておりました。これは朝日新

聞の記事の１週間ぐらい後ですけれど、正米市場が開かれたのは。やはり半分は売れ残った

のです。私はこのボディブローのきき方というのはあると思います。もう少しその辺は、我々

普通の人間には見えなくても、市長は少しまたその辺もよく突っ込んだ分析もして欲しいと

私は思っております。 

それからこれは南雲議員から昨日ございました。上越市では１万数千ヘクタール、これを

３割農薬肥料を減らして上越のブランドを作っていくんだと、こういう動きに出ました。市

と農協と県と、もちろんこれから試験ほ場を作りながら生産者にも徹底して、この４者で協

力して消費者が受け入れてくれる安全性の高い米を作っていこうということであります。柏

崎から上越までというと本当に県内一般コシヒカリの中でも評価が低いのです。だからやは

りそういう危機感がある。いち早くこの４者が協力してやっていかなければならない、そう

いう動きなのです。今始まったことではないと思います。これをきっかけにもともとあった

ことを、せっかくＢＬといういもちに強い品種ができたのだから、ではこれを最大限生かし

て我々の強みにしていこうと。 

私はさっきこの魚沼という名前を出しました。私もこういってはなんですが、１８年前に

魚沼コシヒカリというブランドを作ろうと、飛んで歩いた人間でございます。だから思い入

れもあるんです。やはりこれがぐらぐらなってしまったら、我々魚沼に住んでいる住民が自

慢できるものがなくなってしまうんです、拠り所が。でありますから大事にして欲しい。だ

から、あの頃農業青年が皆飛んで歩いて、マスコミだって２００回やそこらではないです、

ＴＶから新聞からいうと載ったのは。そうしてマスコミを味方にして世論を味方にし、そし

て時流を動かしてこの魚沼コシヒカリはできたのです、この銘柄は。 

でありますから、その発祥の地としての首長のあなたから、やはり他の市町村にも真似が

できるような動きをして欲しいのです。それは南雲議員が昨日言った３割ずつ減らしていこ

う、健康で安全な米を、味や自然の上にこれをのせていこう、そして魚沼コシヒカリ、こう

いうブランドの新たな強みにしていこう。こういうことをＢＬを使って、ＢＬを使わなけれ

ば昔ながらの安全性の高い米は我々はできないのだから、これに特化していきますと。こう

いう姿勢は私はやはり打ち出して欲しいのです、あなたから。 

それから、クレームがまだないという答弁が昨日ありました。確かに農協の現場ではまだ

そうです。しかしながらクレームをつけてやめていくお客さんというのは、最高のお客さん

ですよ。普通は黙って他の方へ乗り換えていきます。これが見えてくるのはまだまだこれか

らです。そのためにもやはりここで効果的な、今、県が打っている、農協が打っている、あ

れはまだまだ私たちの目から見ればブランドというものの恐さも知っているような、生半尺
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か知りませんけれども、知っている人間から見れば、やはり消費者にはすっと入っていきま

せん。残念ながら。もう１つひねりひねりして消費者から見た本当に安心できるようなキャ

ンペーンをはって欲しいのです。知恵を絞って。これをまず訴えておきます。 

２ 「男女共同参画」の流れ、後戻りを許すな 

 男女共同参画のことですけれども、これはそうです。外見から見た男女の区別、もちろん

子供を産むそういう体の機能、これはもちろん変えるわけにはいきません。そういう合意の

上で、市長さっきも言われたような、形で男女の社会で暮らす上での区別というのは、差別

というのはすべきでないと。私はさっきちょっと時代錯誤的なことも文にまとめて申しまし

たけれども、実際、家庭や夫婦の対等なあり方は最近は少しずつ改善してきているとはいっ

ても、やはり職場の中ではこういう賃金の格差はあります。なかなかパートにしかなれない

という女の人も多いわけです、最近は特に。 

でありますから私はちょっと通告にも書いておきましたけれども、市として、設立総会の

ときの講師も言っておりましたけれども、市庁舎に女性管理職の登用を考えていますか、と

いうことです。それから例えば、市政懇談会の説明員に例えば３分の１、４分の１、女性の

説明員を登用できないか。もっと踏み込んでいけば、最近、これは１０月頃からの施行にな

るのでしょうか法律が変わりました。結婚や妊娠を理由に言い渡された解雇、この通告は無

効であると、こういう法律がようやく成立する運びにあります。それであれば、やはり結婚

する、出産をする、産休をしっかり取る、こういうことを申し入れた女性に対して、職場は

やはり体調にふさわしい産休を与えるべきであると私は思っています。 

そういうことを市の条例として――こういうことを中心とした条例として上位法ができる

のですから――市として少子化と、あとは女性の自立の方向の基本になるわけですから、こ

れを取り計らえないか。何だかんだいっても生涯賃金で２億円からの差が出てくる。出産を

してもちゃんと職場復帰が認められる、昇進・昇給に変化がない、そういう保障をされてい

る職場で働く女性と、出産をすればパートにしかいけない、こういう女性とでは一生で２億

円の差が、確かにいろいろな統計が出ているわけですから。これを解消するための私は投資

を、市の方が、やはり支援をするべきだと思っております。いかがでしょうか。 

○市   長  再質問にお答えをいたします。 

１ 逆境迎えた「コシヒカリＢＬ」、市は打開策示せ 

新聞報道、コシヒカリＢＬの件です。これは先ほど申し上げましたように、じわじわと出

てくるのかもわかりませんし、この程度で止まるのかもわかりません。それはちょっとわか

りませんが、申し上げましたように、全生産者向けチラシ、あるいは消費者向けの新聞広告、

そして小売店の説明強化、そして私どももコシヒカリＢＬに切り替えたということ、従来コ

シヒカリとの食味品質は変わっていない。そして一番大事なことは議員おっしゃったように、

このことによって農薬が４９パーセント減っているという事でありますから、これをきちん

と説明をしていく。地道に訴えていくということしか今のところはありません。例えば新聞

社に抗議をしたところで新聞社が訂正記事は出しません、今のところは絶対。ですのでそう
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いう徒労をするよりは、自分たちの足場を固めるという事であります。 

それで上越市の例も昨日出ましたが、今、結局このＢＬ米を９８パーセント程度作付した

ということによって、そこだけでも約半分減農薬です。ですからその優位性をきちんと打ち

出す。その上に無農薬であったり化学肥料を減らしたりということはまたやっていかなけれ

ばなりませんけれども、そのこと部分が相当の優位性を打ち出せるものだということですの

で、このＢＬの持つ特徴をきちんとやはり説明をして、皆さんからわかっていただく努力を

していくということに尽きるのだと思っております。 

２ 「男女共同参画」の流れ、後戻りを許すな 

 共同参画の方であります。この間の設立総会の際にも申し上げました。今この市の役所の

中に女性の、係長以上といいますと管理職、管理職は普通課長以上でありますが、係長が３

名か４名、数名おります。ただ、課長はおりません。そこでこれからは女性の管理職もきち

んと登用していかなければならないという考え方のもとで、若い時から管理職になり得る訓

練をしていかなければならないわけです。今まではほとんどそういうことがなく、してきた

という部分が多々あったわけであります。 

そこで、今の施政懇談会の説明員にも、まだ数は少ないですけれどもこれは押し付けるわ

けにいきませんでしたので希望を募りました。女性が４人応募がありました。今のところ１

名は実施済みでありますし、もう１名の方は、それこそちょうど体調が悪くなりましてその

日が欠席でありましたので、これはやむを得ないということであります。あと残る２人がこ

れから、２６日の大巻の懇談会には女性の職員がまいります。それから、その後の清水集落

でしょうか、そこに女性が１人入るということであります。 

そういう意欲のあるそして能力のある女性をきちんと登用していくということは当たり前

のことでありますが、まだ年齢的にも経験的にも管理職というところにはいたっておりませ

んので、そういう皆さん方を――大切にというとまた男だけ大切にしないのかなどといわれ

ると困りますが――伸びるように育てていくのが私たちの責務だというふうに感じておりま

す。将来的にはやはり半々とかそういう形、あるいは女性が多くてもいいわけですし。また

無理やりそういうことだから女性を管理職に登用させるということもあってはならないわけ

であります。適材適所、能力を見ながらということになりましょうが、そういう思いでこれ

からの人事もやっていきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 それと条例という話ですが、これは労働基準法という法律があります。それから男女雇用

機会均等法、この法律の定めている部分を越えて、条例で何が定められるのか。ちょっと私

は今思い浮かびませんが、何を議員は意図してその発言があったのか、ちょっと私がわから

なかったものですから、もう一度お聞かせいただければと思います。 

○中沢俊一君  １ 逆境迎えた「コシヒカリＢＬ」、市は打開策示せ 

コシヒカリの方ですが、今までやってきた対応――マスコミに対して刺激するような講義

するような事は絶対やってはならないと思っています。それは同じです。しかしながら、消

費者に対するこれからはもう一味加味したキャンペーンの継続した実施ですよね。それから
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せっかくの産地にもう一踏ん張り、もう一踏み込み。ただ結果として農薬が減ったからでは

なくて、この産地としてこういう方向へ取り組もうと、せっかくのＢＬだからとこういう動

きは私は呼びかけてほしいということです。 

２ 「男女共同参画」の流れ、後戻りを許すな 

 あと今の共同参画の方です。私は、今、若い女性職員からそういう教育をするというふう

に受け取りました。確かに今の壮年期にあたる女性職員にはそういう教育をしてこなかった

と私も思っています。しかしながら、それを言っていたのでは、１００年濁った川の水が澄

むのを待っても私は動かないと思っています。 

これは日本の話でないとしても、なんでヨーロッパの国々が女性の枠を無理やり作ってそ

こに当てはめようとしているのか。いかに今まで磨いてこれなかったにしても、例えば大相

撲の世界で外人力士が入ってくる、土俵に上げてみればそこで活躍するわけです。始めはぎ

こちないです、失敗もします。しかしながらそういう枠組みを作ることによって初めて、今

いるそういう女性の能力が生かせるのです。今は死んでいるかもわかりません、そういう仕

組みがない以上。当たり前に聞こえる答弁ですけれども、そうではないのです。これから私

は３年半ありますから、この前も言ったとおり男女共同参画については、継続してまたこう

いう場をいただきたいと思っております。 

条例について私は、今ある法律では、さっき言った結婚や出産による解雇がまだまだ保障

できなかった、救ってやる事ができなかった。だからここで法律改正があった。そのことに

よるから私はそれをちゃんと汲み取って条例を示して欲しいといったことです。以上です。 

○市   長  ２ 「男女共同参画」の流れ、後戻りを許すな 

ちょっと間違ってとられると困りますが、今の――若手ではないなんていうと失礼ですが

――適齢期の女性職員が全部いわゆる管理職に適当でないなんて話は全くしておりません。

適当だと思われる皆さん方を係長にしたり、それから今度はきちんとした管理職にしていく

わけでありますから。それはきちんとやっています。ですから今まではそういう教育はあま

りしてこなかったものですから、これから若手職員は、今度は本当にそういう教育をきちん

とやっていかなければならない。 

そして自己申告を一応今回全職員から徴しました。出さない人も若干あるでしょうが。そ

の設問の中にもやはり自分の管理職への思いとか、そういうものも一応設問事項としては置

いてあったわけです。５０前後の皆さんでしょうか、とても急にここで例えば係長をやれと

か課長をやれとか、それは私たちに辞めろといっていることだと、こういう回答も多くある

んです。今までそういうことをしてこなかったのに急にここへきてそれをやれなんていって

もそれは無理ですよと、そういう声もあります。 

ですからそういう個々の能力や意欲、これらを見極めながら登用すべきはしていきますし、

男性であってもそういう能力もなし、気力もなしという方は登用しないわけであります。一

切、差別をしながら考えるということはしない、ということだけを申し上げておきたいと思

います。 
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 条例化というのは、これはちょっと。具体的なことを申し上げてもらえばあれですけれど

も、一般的にこれだけの法整備がなされている中で、私たちの自治体に委任された部分なん

ていうのはほとんどないのです、労基法や雇用機会均等法の中では。勤務時間のことだとか

そういうことはあります。だけれども条例を作って何人枠をこうしろ、こうしろなんていう

のは、ちょっとこれは私は行き過ぎだと。それは欧米がそうであっても、私はそこまでは考

えられない、という思いであります。 

○議   長  質問順位２０番、議席番号１番・佐藤 剛君。 

○佐藤 剛君  おはようございます。発言を許されましたので通告にしたがいまして３点

質問をさせていただきたいと思います。 

１ 財政健全化２年目以降の取り組みは 

 まず財政健全化２年目以降の取り組みは、というようなことで通告をいたしました。その

点から先にお願いしたいと思います。昨年１２月、６２億円の財政健全５カ年計画を策定い

たしました。その初年度である１８年度においては、単純に５年間で割った数字であります

けれども、単年度の目標数値１３億８,０００万円のところ１０億６,０００万円、率にしま

すと７６.９パーセント削減の達成が可能であろうというような見込みが立っているようで

あります。 

初年度の見込みはそうでありますが、財政健全化の２年目以降はさらに削減の上積みをし

なければ、５年間の削減目標は達成できないということはいうまでもありません。１８年度

におきましては初めての削減でありますので、表現のいい悪いは別にしまして、とりあえず

削られるところは削るといった具合に効果的な数値として出しやすいと思いますけれども、

それでも１８年度は約８０パーセント弱の達成予定であります。この上にさらに２０パーセ

ント上乗せするということは、ますます市民生活に深く関わる内容も削減しなければならな

い。これからの１パーセント、１パーセントの削減の上乗せは厳しい判断を要するものであ

ると私は思います。 

そうなんですけれども、しかし私はこの財政健全化は、一応５年間という枠の中で６９億

円削減するという内容になっていますが、この５年間で健全な行政運営の道筋をつける。５

年後以降はあえて健全化というふうな表現を使わなくても、堅実に行政運営を行う基盤作り

をするんだという意味も含まれていると、私は私なりに理解しているところであります。そ

うでなければ一旦スリムにしたものが、その後同じ経験・経緯を経て数年後にはリバウンド

して、また健全化計画を繰り返すというようなことになってしまいますので、この５年間と

いうのはそういう意味合いも含んでいるというふうに私は理解しております。 

したがって、これからの２０パーセントの削減内容をどのような手法で、または判断で決

めるかがきわめて重要であるというふうに私は考えています。手法によっては単に削減する

だけではない、この財政の危機的状況を一気に、市のまたは職員の政策形成の能力の向上に

もつなげる。意義ある削減というのもおかしな言い方ですけれども、そういう意味において

意義ある削減に変える可能性も含んでいるというふうに私は思います。 
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したがって削減により行政サービスが低下することは、いささか私も不安もありますし不

満もあるわけですけれども、そういう意味でこれからが正念場だと思うわけであります。さ

らに上乗せをどのような分野でどのような手法で行って、財政健全化５カ年計画の目標を実

現可能とする、それと同時にこの市の将来の行政運営の基盤作りをどうするのか。どう考え

ているのかという点で、まず第１点お伺いをしたいというふうに思います。 

２ 格差社会と言われる中で充実した義務教育を 

 ２点目であります。格差社会と言われる中で充実した義務教育を、というようなことで通

告をさせていただきました。学力テスト等から小中学校の児童生徒の読解力の低下が指摘さ

れております。このことは南魚沼市に限った事ではありません。２００３年に行われました

ＯＥＣＤ経済協力開発機構の調査。その中でも日本の子供達は数学とか科学とかそういう科

目におきましては、ＯＥＣＤ加盟国の上位にまだ位置しているそうですけれども、読解力と

いう点につきましてはその加盟国の平均くらいまで落ちているというような結果も出ている

そうであります。 

情報化社会の中で子供達の日常生活が変化しているということも、大いに影響していると

思いますけれども、これは全国的な課題ということであると思います。そうかといって社会

環境のせいにして何もしないというわけにもいきません。ましてや今、格差社会といわれる

中で、そのことが教育にも影響して教育格差にもつながりかねないというような事がいわれ

ているわけですので、何らかの対策が必要なのではないかというふうに思います。 

読解力は国語だけの問題ではなくて、読むことにより理解する、理解する事によって実践

できるという、すべての科目に通じる大切な基礎学力であります。それどころか読書するこ

とによって自ら考え発言する力をつける、言いかえれば意思表明をするという社会行為につ

ながる人間関係の基本だというふうに私は考えております。 

したがって今、子供達に一番欠けているといわれている社会性を養う１つの出発点だと思

いますし、社会参加の第一歩だというふうに私は考えているところであります。この読解力

低下にはいろいろな背景が当然あると思いますけれども、その基礎学力の定着、向上が義務

教育の今大きな課題であるというふうに理解しております。 

基礎学力、特にその基本であります読解力低下に歯止めをかけるために、どのような対策

が必要なのか。また、失礼な言い方になるかもしれませんけれども、評価がなければ発展も

ないという観点でお聞きいたしますが、今までそういう対応で不足したところがあったのか

どうかというようなことも含めて、お聞きをしたいというふうに思います。 

３ 文書管理の実態について 

 最後の通告であります、文書管理の実態についてということであります。当面予定されま

した合併も完了いたしました。新たな形の中で南魚沼市の１８年度がスタートいたしました。

６万３,０００人の市民の安心・安全、快適な生活のための行政運営、行政事務というのは多

岐にわたっております。まさにゆりかごから墓場までというような中で、複雑にもなってい

ると思います。加えて合併によりまして広大な面積となって、平等に隅々まで行政の自発的
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な情報を提供する努力と、そしてまたさらに市民からの情報公開の要望に応えなければなら

ないという状況が、当然のことながら多くなることも予想されます。 

さらに旧３町からの職員が１つの自治体の中で事務を行うわけですから、決まったルール

の中で事務処理をすることが一番効率なことというのはいうまでもありません。また現実の

問題といたしましても現在庁舎が３カ所に分かれております。行政文書の決裁の関係を始め

として、取り扱いが複雑になっていることも含めれば、ますます文書管理は重要であります。 

さらにまた加えて、２００１年に施行されました情報公開、そしてまた２００５年４月に

全面施行されました個人情報保護法。それらによりまして今まで以上に透明性がある行政運

営、そしてまた適切な政治判断、それらが求められておりました。そういう中でますます行

政文書をきちんと管理する必要性が認識されるようになってきたのだというふうに、現状の

中で私は理解しております。 

当面予定される合併が整った今こそ、ルールに則った文書分類とルールに則った文書の保

存・廃棄による文書管理が、旧町時代以上に必要であり、この文書管理を徹底することが合

併効果、または行政効果を上げる基本であると考えております。 

そしてもう１点だけ付け加えさせていただきますと、今、総合行政ネットワークという地

方公共団体を相互に接続する行政専用ネットワークが整備されているようであります。直接

新潟県、県、霞ヶ関のネットワークにも接続することが可能になって、各省庁との情報の交

換も可能になっているということなのです。 

というような情報のやり取りができる環境になっているという現実もあります。しかしこ

れにも文書管理というのは当然必要となっているわけでありますので、そういう点からして

もますます文書管理の出来、不出来が行政運営にとって重要になっているわけであります。

情報は市民の財産という意味合いも含めまして、まずその文書管理の管理実態についてお伺

いをいたしたいと思います。 

以上３点、通告にしたがって質問させていただきますが、答弁によりましては再質問をさ

せていただきたいと思います。 

○市   長  佐藤議員にお答えをいたします。 

１ 財政健全化２年目以降の取り組みは 

財政健全化２年以降の取り組みということでありまして、昨日もご質問の中でお答え申し

あげました。初年度の実施状況で達成率が低かったものが、行政水準の明確化という項目と、

それから歳入の確保、この２点であります。理由につきましては昨日申し上げたとおりであ

りまして、期間が十分でなかったという部分。検討期間がちょっと足らなかった、そして市

民への説明、これも行えなかったということであります。今度は平成１９年度予算に向けて

は十分な検討期間がございますので、できるだけ目標を達成できるように努めてまいりたい

と思っております。 

更なる具体的な上乗せ。これは上乗せが出てくるわけです、出なければ達成できないわけ

であります。これは今後の財政運営に大きな影響を与える。本当はこういうことで左右され
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る自治体――全部の自治体がそうですけれども悲しいかなというところでありますが――交

付税の算定結果が７月末頃には出てくるわけでありますので、これを待って検討して、議会

の皆様には１９年度予算の提案のときに、１９年度分の取り組み等についてはご説明を申し

上げようと思っております。 

どのような手法で行うか。これは健全化計画に示したとおりでありますけれども、さらに

厳しい事務事業の見直し、そして経費削減の実行と歳入の確保、これ以外に手はないわけで

あります。奇策はありません。とにかく削ること。「出を制して入りを図る」というそれ以

外にありませんので、今のところこれ以上のことは申し上げられませんけれども。とにかく

５年間で示した６９億円、これをきちんと達成をしていくという決意を述べる以外になかな

かないわけであります。 

確かに来年、再来年、この辺が一番の正念場だろうと思っております。職員の皆さんにも

一応５パーセント削減はまず３年間だということを申し上げておりますので、この３年のう

ちに道筋が見えないということになりますと非常にまた厳しい状況が生まれてくるというこ

とであります。それらを念頭におきながら、要は行政体がスリムになっていくという部分を

一番追及しなければならないわけでありますし、負担の公平化といいますか、行政水準の明

確化という言葉で表しておりますけれどもこの辺も考えなければならない部分もあります。 

特殊な事業、これらがどうしても出る場合は、これはまた市民の皆さんに負担増をお願い

する場面も無きにしも非ずということであります。例えていいますと、旧六日町は学校建築

が終わるまでということで固定資産税の税率を最高限度いただいていたわけであります。そ

れがようやく元に戻したということでありますし、そういう手法も全く今否定をできるとい

うことではありません。当然ですけれどもそういうことになる場合は、市民の皆さんのご理

解をいただかなければできないわけでありますし、また議会の皆さん方から当然ですけれど

も議決をいただかなければできないわけであります。そういう事態にいたらないようにはし

たいと思っておりますけれども、今のところはなんとも申し上げられないという、とにかく

最大限の努力をさせていただくと。これ以外どうも言葉がありませんので、ご理解いただき

たいと思っております。 

２ 格差社会と言われる中で充実した義務教育を 

 ２番目の教育関係につきましては教育長から答弁をいたさせます。 

３ 文書管理の実態について 

 文書管理の実態についてであります。議員はお聞きをいたしましたら、合併前の大和町で

文書管理システムの構築について直接担当をされておったそうであります。現在の基礎を作

っていただいたということであります。大変ありがとうございました。 

文書管理につきましては、市の文書管理規定に定めるところによりまして、今、簿冊方式

で管理保存を行っているところであります。が、やはり依然として、旧町の管理形態は３町

それぞれありましたので、それを受け継いでいるところも多くありまして、まだ統一的な管

理がなされていないというのが現状であります。 
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これから今後の文書管理につきましては、今おっしゃっていただいた確かＬＧＷＡＮ（エ

ルジーワン）のことだと思います。これを使って、現在紙で配付している文書を今度は電子

文書ということで配付させていただく、このシステムの導入時期にあわせて当市も現行の文

書管理システムの事務の見直しを進めまして、新たな文書管理システムの構築を計画をして

おります。 

これはＬＧＷＡＮ（エルジーワン）システムと当然ですけれども連動して、文書目録の電

子化、電子決裁等を盛り込んだものでありまして、機密性も高くなります。そういうことに

よって個人情報の適正な保護、情報公開請求に対しても迅速に対応ができるということであ

りますので、このシステムを早期に導入をしていきたい。それによる文書管理をきちんと行

っていきたいということであります。よろしくお願いいたします。 

○教 育 長  ２ 格差社会と言われる中で充実した義務教育を 

それでは２点目の教育に関した部分で答弁を申し上げます。議員ご指摘のように読解力に

関しましては、２００３年のＯＥＣＤの調査で１４位ということだったそうであります。こ

の辺からいわゆる学力低下、あるいはこれまでの学習指導要領の見直しというふうな議論が

始まったと理解しておるところであります。 

議員が心配されますように、今いわれております格差社会というふうなことが、教育、特

に義務教育の段階にまで波及してくるというふうなことは、これはあってはならないことだ

と思います。私どもとしましては少なくとも義務教育の段階におきましては、教育基本法が

目標に定めておりますような教育の機会均等というふうなことについて、確実に確保してい

きたいとこのように考えておるところであります。 

さて読解力でありますが、議員ご指摘のように、この力というものが自分の考えを論理的

に表明するためには欠かせない力であります。今までなぜこれが欠け落ちてしまったかとい

うことについては、ＴＶやゲームに費やす時間が日本の子供は世界で一番長い。世界といい

ましてもおそらくＯＥＣＤの範囲だと思います。一方、読書に向けている時間は世界で一番

短いとこういうふうなことがいわれておりまして、これがおそらく読解力でＯＥＣＤの中で

１４位というふうな結果につながっているものだろうと、このように理解をしているところ

であります。 

そこで、お尋ねのこれまでの対応での不足という部分であります。学校での対応といいま

すより、おそらく地域全体とした中で、最近私はばかのひとつ覚えのように「早寝、早起き、

朝飯しっかり食べる」ということを申し上げておりますけれども、こういった本当の基本的

な生活習慣というものが大切なんだということに対する、社会一般の認識というものがやは

り不足しておったのではないかなと思います。結果としてＴＶやゲームに費やす時間が世界

一長い、本を読む時間は１番短いというふうな生活習慣ができてしまったというふうに反省

をするところであります。 

この点で関連して申し上げますと、学校ではしばらく前から教室のそばに本を置くとか、

あるいは図書室も部分的には寝転んで読むことができるようなスペースを作るとか、あるい
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は朝読書をやるとか、それから教師や保護者が読み聞かせをやるとかというふうなことで、

子供達が読書に親しむようなそういうきっかけ作りには、一生懸命努めてきたところであり

ます。しかし一方で各家庭に帰られたときに、果たして親は、子供達と一緒に本を読むとか、

あるいは子供達の目の前で本を読むとかということがなされてきたかどうかということにつ

いて、私どもとしては、実際には見えないところでありますけれども、そういう方向での保

護者への働きかけをしてきたかということについてはいささか足らなかったかなと反省もす

るところであります。 

ただ、旧六日町におきましても議員からの提案に基づくブックスタートというふうなこと

も始めておりましたし、市でもやっておるところであります。あるいはまた図書館でも読み

聞かせグループが、先般文部科学大臣賞を受けたというふうな活動もやっておりますので、

これらを参考にしながら今後一層市民、子供達全体が読書に親しむようなそういう気風を作

っていきたいとこのように考えております。 

なお、読解力というものがすべての教科の基礎となりますのでそういう観点から、今年か

ら市の学習指導センターに国語の専門の先生、国語専門の指導主事を招くことができました。

教師の読解力指導というふうなことについて、十分力をつけさせるようなそういう取り組み

をしてまいりたいと思います。これらのことがあいまって地域の子供達の読解力が向上する

ことを期待しているものであります。以上でございます。 

○佐藤 剛君  ありがとうございました。答弁いただきました。ちょっとまた確認したり、

また違う観点で聞いてみたいことがありますので再質問をさせていただきます。 

１ 財政健全化２年目以降の取り組みは 

 まず財政健全化についてでありますけれども、残りの２０パーセント削減については精一

杯努力しながら進めると、それしかいいようがないというようなことであります。昨日から

も財政健全化につきましてはいろいろの方が質問をされていまして、そのような答弁をされ

ておりますのでそこの部分については承知はしているつもりであります。が、先ほど言いま

したように、特に残りの削減につきましては市民生活に深く影響する削減だと私は考えてお

ります。それがゆえにどのような方法で２０パーセントの上乗せをするのか、それによりま

して今後の市政運営にも大きく影響する、というふうなことに私はちょっとこだわっており

まして、それで通告にありますように、どのような手法で、判断でというようなことで書か

せていただいたわけであります。 

したがって、提案といいますか、私はこれしかないというふうに思うわけなのであります

けれども、ひとつ発言させていただきたいと思います。残りの削減につきましては、きちん

とした組織的に体制を整えた上での行政評価制度、そういう手法によって削減をしていくべ

きではないかというふうな気がいたします。行政評価につきましては、この市の中に行政評

価係というのがありますので、私があえて行政評価とは何ぞやというようなことを説明する

までもないと思いますけれども。そもそも行政評価というのは行政の仕事を評価するもので

ありますが、簡単に従来の事務事業の見直しというようなものと違いまして、その評価の結
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果を次の企画や実施に結び付けていくというのが、私は行政評価制度だと考えております。 

したがいましてその行政評価の原点といいますか基本は、市民は行政に対して受益者であ

る、そして納税者・負担者であるがゆえに利害関係者であって、そしてまた住民自治の主役

であるというような観点で、したがって住民の目線からの評価というようなことになるのだ

と思います。行政の目線という立場で、行政の仕事がまちづくりに結びついていたのかどう

かというような評価をして判断をするというようなことを、継続的にやっていかなければな

らないのではないかと思います。 

とかくですけれども、市町村だけではなくて県も国も同じなのですが、予算を獲得しまし

て事業実施に力を注ぎますけれども、事業をするとそれでもう終わりというようなことが、

とかくでありますけれども自治体の中では今までありがちであったと。予算を獲得して事業

をするのが目的ではない、それもそうなんですが、それによって「どうだったのだ」という

ような評価がなければ、やはりならないというようなことがあります。こういうふうに財政

の健全化をしなければならないような事態であればこそ、そういうような手法が必要である

と私は考えます。 

ですので、私はこの残った２０パーセントの削減につきましては、そういう手法で行政の

事務事業を見直しながらやっていくのだというような答弁を期待したわけです。ですが、私

が通告でといいますか質問の中でそこまで話が及ばなかったものですから、そういう答えが

ありませんでしたので、提案といいますか私の考え方をひとつ述べさせていただきたいと思

います。 

 もう１点、合併時に合併時の事務調整というようなことで、合併する町村はいろいろ調整

をしたわけです。その当時いろいろの部門といいますかところで「合併後に調整をする」と

いうような事務が非常に多くありました。その中には多分合併後きちんと調整してスムーズ

に運営されている事業もあると思うのですけれども、中には多分まだ暫定的に動き出してそ

れがそのまま動いているという行政事務も、私はかなりあるのではないかというような考え

方をしています。 

そういう意味からも行政評価というものを、ここで取り入れながらきちんとやるような必

要、そしてまた財政の健全化に向けていく必要があるのではないかというふうなことを考え

ます。その点についてお考えをお聞きしたいと思います。 

また重ねて申せば、総合計画も策定になりました。総合計画の計画進行管理も行政評価制

度の中できちんと行われるわけですので、これを機会にこういうことを取り入れてはどうか

というようなことでお話をさせていただきたいと思います。これを取り入れることによりま

して、昨日来一般質問の中にもありました、職員の意識改革。そしてまたそれに加えまして

政策形成能力の向上というところにも、この制度は必ずつながるわけであります。市長は時々

こう言っているのですけれども、人事評価システムを早急に検討しているのだというふうな

ことを聞きますが、私はまず行政評価のシステムをきちんとする。そしてその中で職員の意

識改革をしまして、政策形成能力の向上を図る。そして必要があるのであれば、人事評価シ
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ステムの導入を真剣に考えるというような順路がいいのではないかというようなことも含め

まして、この点について再質問をさせていただきます。 

３ 文書管理の実態について 

 文書管理の件であります。市長、ご紹介いただきましてありがとうございました。私は行

政の事務をやっていた頃に情報公開と文書管理についてやりました。したがいまして、多分

大和の職員は合併まで、完璧とまでいきませんけれども一応文書管理はきちんとやっていた

ものだろうというふうに思います。文書管理の必要性につきましては、今さら私がいうまで

もありません。先ほど市長の方でお話があったとおりでありまして、情報公開、個人情報保

護の運用に関して、文書管理というのはやはり基本中の基本であります。それによりまして

透明性ある行政運営と、行政の説明責任を行うというようなことができるわけでして、その

ために行政内部の適切な記録管理といいますか文書管理が不可欠だというようなことは、誰

もが認めるところだとあります。 

ただ残念ながら、そういうことはわかっているのだけれども、これからだというところが

あります。多分合併や何かでとても文書の管理どころではないというようなところかもしれ

ません。けれども、先ほど言いましたように、合併したからこそますます記録管理とか文書

管理は重要であると思いまして、文書・情報がきちんと管理されてこそ先ほどいいました行

政評価、そういう制度もできるのだと思います。そこから合併効果とか行政効果が生まれる

のだと思います。ですので合併をしてこれからだというのではなくて、合併まず文書管理と

いうようなスタンスで文書管理というものは取り扱わなければならないというような気がい

たします。 

先ほどちょっと言いましたけれども、旧町時代３町情報公開とあわせてある程度文書管理

もしてきたわけだと思います。大和は先ほどのとおりであります。したがって文書管理につ

きまして、全くノウハウがないというわけではありませんし、今までやってきたところが事

務職員の中で３分の１いるわけですので、全くできないというようなことはないわけです。 

ましてや今言いますように、市長もちょっと触れましたけれども、県・国の方の情報のや

り取りがインターネットを通してできるような環境になりました。そして職員には１人１台

のパソコンがついていますので、今までのわずらわしい文書管理よりもやりやすい文書管理

もこれからできるというような感じがいたします。ぜひこの部分は積極的にやっていただき

たいと思いますし、やらなければならないことです。これからというようなことであります

けれども、再度早急にやるんだというような決意をお示しをいただきたいと思います。 

２ 格差社会と言われる中で充実した義務教育を 

 続きまして、読解力の問題であります。今、説明をお聞きしました。読解力の低下につき

ましては先ほど言いましたように、全国的な問題であると私も思います。文部科学省の方も

読解力向上プログラムというものを昨年の１２月でしたか策定をいたしまして、その中で３

つの重点目標と５つの重点戦略というものを掲げながら、読解力が低下している歯止めをか

けようというようなことで、動き出しているところであります。 
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そしてまた今、この市の教育現場の中でいろいろな方法、またいろいろな問題を自覚とい

いますか認識しながら読解力低下に歯止めをかける対策を講じているということを今、教育

長さんの方からお聞きをしたところであります。ありますが、私はちょっと観点を変えてお

聞きしたいと思います。やはり基礎学力低下、読解力の低下に歯止めをかける対策を実現す

るには、教育予算が私は足りないのではないかというような気がいたします。教育委員会の

方で他の教育委員の方々から、こういう読解力低下に歯止めがかかる、そしてまた学力低下

の歯止めをかけるのに、「ちょっとこの教育予算では」というような話は出ていないのか、

というようなこともお聞きしたいと思います。出ているのであれば教育委員会は独自で予算

編制する権限はありませんし、そしてまた市長の方は教育委員会からその意見を聞くことに

なっていますので。そううまくいかないと思うのですけれども、教育委員会の予算的な話も

受け入れられた中での１８年度予算であったのかというようなこともあわせて、教育長にお

聞きをしたいと思います。 

私は先ほど言いましたように教育予算は少ないと思います。市政懇談会の中で市長は１８

年度予算は健全財政の中で、子育て支援と教育には力を注いだというようなことを言ってい

ます。財政難から耐震調査等できない自治体もあるわけですので、そういう面からすれば子

供達の安全対策に確かに力を注いでいるというところは、私は理解しているつもりでありま

す。けれども、それを含んでも教育費は全体の５.２パーセントであります。他の市町村と比

較をしてみました。さすがに担当課長から、簡単には比較できない、というアドバイスもい

ただきましたので、私は長岡市から小千谷市から十日町から、全部インターネットで調べた

のです。けれども、単純にはいかないなということで、とりあえずいけるところ、魚沼市と

湯沢町の方に行ってお話を聞いてきました。 

私は質問する立場ですので私の都合のいいような資料収集になりがちですけれども、最低

限やはり人件費は統一した考え方での資料づくりをしました。魚沼市は全体予算の人件費を

除けば６.８か６.９パーセントが教育費でありました。湯沢町は７.２パーセントが教育費で

ありました。その中には大きな新規の学校建設等はありません。ただ大規模改修とかそうい

うものは当市もありますし、ほかのところも例年あるわけですので、そこら辺は例年どおり

だというような大雑把な見方であります。 

ただもうひとつ、塩沢町の小学校の学校給食の賄い材料費が予算の中に入っていませんの

で、そこら辺を含めると正確な数字の比較にはならないというのは私は承知しているのです

けれども、ただ傾向を見るにはまあまあの資料かなというふうなことを考えております。ち

ょっとそういう点からすると、当市の予算は少ないのではないかというような気がします。

この差をもって義務教育に差があるとは言いませんけれども、せめて周辺並みの予算措置は

必要だと思いますので、この点も含めて再質問させていただきます。 

○市   長  再質問にお答えいたします。 

１ 財政健全化２年目以降の取り組みは 

健全化の問題でありまして、行政評価。今おっしゃっていただいたように庁内には行政評
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価係を置きまして今、指導をしているわけであります。広報で議員見ていただきましたが、

今度は市政モニターを募集しました。やはり内部の目だけではだめだということもあります

ので。評価係の中に外部の人を入れたらというご意見もありましたが、それはちょっと専門

的になりすぎる部分があり、外部の方のご意見がなかなか出てこないだろうと。私はそうい

う思いでありまして、市政モニターの方にその期待を大いにかけるところであります。 

そして当然です。おっしゃったようにいわゆる評価をきちんとした上で、どれがどうだこ

うだということが出ないと、ただお金の面だけで切った、張ったということでは、これは全

く市政の運営とは申し上げられません。ですのでそういうことはきちんとやっていきたい。

そういう中で例えばこの部門、行政水準の明確化と今、数値をあげておりますけれども、こ

の部門については達成ができないという結論が出るやもわかりません、これは。では総額と

してはもう６９億円ということは、何とかやっていかないと非常に厳しいということになり

ます。しからばその分をどちらに向けるかという選択もまたしなければならないことであり

ます。それがおおむね１９年度予算の中では大体方向性が見えてこようということですので、

またご協力をお願いしたいと思っております。 

３ 文書管理の実態について 

 文書管理システムにつきましては、おっしゃるとおりでありまして、早急にそういう体制

を整えていくということでご理解いただきたいと思います。 

○教 育 長  ２ 格差社会と言われる中で充実した義務教育を 

教育予算の関係であります。予算編成の前段でも教育委員、学校長を交えてと申しますか、

新年度の事業等々についての懇談会もやっております。その際に市長からも出席をいただい

ているというふうな中で、１８年度の予算につきまして、教育委員の間からこの額が不足だ

というふうな声は出ておりません。ただ学校長からしますと従来、例えば旧３町の時代に、

こういう点で例えば塩沢町ではこうだった、大和町ではこうだったというものが、今全部そ

っくり措置されているわけではありませんから、細かいところについての戸惑いというのは

まだ残っていると、これは正直いってございます。ただ大きな枠の中での大きな不満という

ふうなものはない、こんなふうに考えております。 

その理由といたしまして、例えばそれぞれの学校におきまして普通学級での介助員――例

えば授業中に外に飛び出してしまうというふうな子供さんが、どこの学校でも大体おられる

わけですが、こういう方々をほとんど１対１のような状態で見てくれる介助員――ですとか、

そういった方々も配置をしております。予算をつけていただいて配置をしているわけであり

ます。そういったふうなことで、少なくとも現段階、私どもの市内では学級崩壊というふう

なことは起きておりません。これも介助員等々の皆さんのおかげだというふうに感謝してご

ざいます。 

それから議員からお話がありました学校施設の安全対策。それから学習指導センターの充

実。これも多少金額が減ってはおりますが、特色ある学校作りの予算というふうなことで市

独自の対応をしていただいている部分が相当ございまして、トータルとしますとよそに比べ
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た場合にはありがたいなと、こんなふうに感想を述べていただく校長もおられます。 

教育長の立場で申し上げますと、教育予算をもっとくれというのは本当はそう言うべきな

のでしょうけれども、しかし教育予算だけで地域がよくなるというわけにもまいりません。

現実問題としては災害の復旧、力強い産業の育成、福祉、子育て支援等々の充実、これらが

それぞれあいまって教育の振興にもまた返ってくるわけでありますので、そういう観点から

見た場合に、１８年度の教育予算は私どもとしてはよくつけていただいたなと、こんなふう

に思っておるところでございます。 

○佐藤 剛君  もうちょっと時間がありますので再々質問をさせていただきます。 

１ 財政健全化２年目以降の取り組みは 

財政健全化につきましては市政モニター、外部からの市政モニターということで私はそこ

に反対をするつもりはありません。先ほど言いましたように、私はそれも大事ですけれども

まずやはり行政の中の内部の行政評価をしなければ、一気に外部ではますます混乱するので

はないかなというような気がしますので、一言だけその点はお話したいと思います。 

２ 格差社会と言われる中で充実した義務教育を 

 もう１点、教育といいますか、読解力低下の関係についてだけ再々質問をさせていただき

ます。教育費の中で、全体的な教育費、今、教育長おっしゃいましたように全体的には介助

員とかいろいろな面で行き届いた、総額的には別にしまして行き届いた教育費の内容だとは

私は理解しております。ただ、教育費の中で図書購入費についてちょっとお話をさせていた

だきたいと思います。 

読解力低下というのは先ほど言いましたように、今、全国的な問題になっておりまして、

１４年度から学校図書館図書整備５カ年計画というものを５カ年計画でやっているわけです。

１８年度が最後なので今さら何を言うかというようなことなのですけれども。そういうよう

なことでやっておりまして、その実施計画の中で交付金の措置につきましても、その単費用

として上乗せをしているのです。その分、学校図書購入ということで上乗せをしているので

すが、残念ながら当市の学校図書の購入費につきましては、その上乗せ分にも満たっていな

いというのが実態であります。 

予算のときにお話を聞きました、小学校の例を言いますと１校当たり１９万円の図書購入

費だそうです。それがいいとか悪いとか私も判断もなかなかできないのですけれども、先ほ

どいいましたように魚沼市と湯沢町へいって調べてきました。魚沼市の方は先ほど私が説明

しました交付金の上乗せの計算にしたがいまして予算要求をして、それを確保しているとい

うことでありますし、さらに規模の小さいところは最低２５万円を下らないような予算措置

を図書購入費の中でしているというようなことでありました。湯沢町は１６年度の図書費の

関係の統計資料しかいただけませんでしたけれども、１６年度で１校当たり２７万円の図書

購入費を予算措置したというようなところから見ると、教育長は１８年度教育費、もっとほ

しいところだけれども、全体的なバランスからすればあまりこれでいいのではないかという

ような判断をされていますけれども、私は少ないのではないかというような気もします。 
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 そしてもう１点、先ほど朝読書の話がありました。大体週２回は朝読書をしているようで

ありますが、学校では先ほど言いました１校当たり１９万円のお金では足りなくて――全部

の学校ではないですよ、一部の学校、多くの学校なのでしょうけれども――保護者から図書

費といいますか書費を１,０００円なり集めて、そしてまた後援会から何十万円というような

お金をいただいている。そして、全部は調べてはいませんが、ある学校では年間それを７０

万円にして図書購入をしているというようなところがあるそうであります。保護者がご負担

いただく、そしてまた後援会が支援していただくというのは本当にありがたいことで、私が

こんなことを言ったからやめてくれというようなことであっては上手くないわけなのですけ

れども、私はこの点どうかというようなことを思います。 

地域の中の教育費の比較で教育の格差はありませんけれども、こういうように公費のほか

に教育に関する財源が入ってきて、それが購入できるところとできないところが出てくると

するならば、そこにはやはり教育の格差というのは生じるのではないかというような気がし

ます。したがいまして、本当にそれだけの図書購入が必要なのであれば、そしてまた特にこ

の読解力低下が問題になっているのであれば、そういう面はせめて公費で見るべきではない

かというようなことを私は感じますので、教育長、こういう実態についてどうお考えなのか

だけ再々質問をさせていただきます。 

○市   長  １ 財政健全化２年目以降の取り組みは 

先ほど申し上げました庁内に行政改革推進室、そこに行政評価係を設置をいたしまして、

そこで行政評価はきちんとやるということであります。そしてその庁内の目だけという部分

をどう改善していくかということについては、このモニター制度を上手く利用しながら、身

内のことだからというような話にならないようなことを、きちんとやっていかなければなら

ないということです。係をきちんと置いて係長まで置いて取り組んでおりますので、ご理解

いただきたいと思います。 

○教 育 長  ２ 格差社会と言われる中で充実した義務教育を 

お答え申し上げます。図書購入費につきましては、旧六日町の時代からもそうでありまし

たが、今現在も十分とはいえない額であります。ご指摘にありましたように、多くの学校で

保護者の負担もいただきながら学校の図書館の図書を買っているという状況がございます。

今後、もう少し予算をつけていただくようなお願いをしてまいりたいと思います。 

それからいつかの折にも申し上げたことでありますが。市の図書館も必ずしも蔵書が豊富

というわけではありませんが、市の図書館、それから各学校の図書館の蔵書のそれぞれ融通

しあえるようなそういう――融通しあえることはやっているのですが――どこの図書館にど

ういう本があるのかというふうなことを、それぞれの図書館で見ることができるようなシス

テムを作りながら。と言いますのは新年度において仮に予算をつけていただいたとしまして

も、すぐに充実した図書館というわけにまいりませんので、今ある蔵書も有効に活用できる

ようなシステムもあわせて検討しながら、学校図書あるいは市の図書館の蔵書の充実に努め

てまいりたい、このように考えております。 
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○議   長  暫時休憩といたします。休憩後の再開は１１時２５分といたします。 

（午前１１時１０分） 

○議   長  休憩前に引き続き本会議を再開いたします。 

（午前１１時２５分） 

○議   長  一般質問を続行いたします。質問順位２１番、議席番号４番・高橋郁夫君。 

○高橋郁夫君  皆さんおはようございます。高橋郁夫でございます。それでは通告にした

がいまして順次質問をして参りますのでご答弁の方、よろしくお願い申し上げます。 

 当市におきましては地方交付税の減少、地震、水害また今年の豪雪災害などにより、厳し

い財政状況が続いております。しかし、このたび限られた予算の中で、今年度の予算には子

育てに関する施策が強化されました。このことにつきましては市長を初め、職員の方々のご

努力に敬意を表するものでございます。しかし少子化対策につきましては、まだまだ十分と

はいえません。この少子化対策の施策につきましては、結果が出るのが１０年、１５年先の

ことですので、今、早急に再検討すべき課題であると考えております。 

市長はこのたびの所信表明の中で、まちづくりは人づくりであるとの考えから、次代を担

う人材の育成こそ大切な市政の１つであると確信しております。そういうふうに述べました。

私は本当にそのとおりだと思います。今、人材の育成をすることが将来のわが市の発展につ

ながるものと確信をしております。そこで２点について質問させていただきます。 

１ 市の広報誌・ホームページについて 

まず１点目といたしまして当市の広報誌及びホームページについてでございます。最近で

は新たな市の財源を確保し、広報誌の充実や特別な事業などへの活用、また地元企業などの

活性化等を図ることを目的といたしまして、市の広報誌や封筒冊子類などの印刷物に有料広

告を掲載したり、市のホームページに有料バナー広告を掲載している市がございます。県内

におきましても新発田市で広報に有料広告を掲載するとの報道がなされました。年間４６８

万円の収入の見込みであるとのことです。わが市でも有料広告について検討実現できないか

ご提案申し上げます。 

私はこの収入を少子化対策などに限定し、使い道を決めて行えば市民からのご理解も得ら

れるものと考えております。また広告を掲載する方にとりましても市民のほとんどの方が目

を通し、しかも大事にファイルし保存するようなものでございます。あとまたその収入が少

子化対策などに使われるのであれば、その企業などの宣伝効果は大変大きく、また企業のイ

メージアップにもつながると考えます。いろいろな面から考えましてもぜひ早期実現すべき

施策であると考えておりますが、この件について検討していく考えはないか市長にお伺いい

たします。 

２ 市の奨学金制度について 

 ２点目といたしまして当市の奨学金についてでございます。その中の１番といたしまして、

高校生に対しての市の奨学金についてでございます。政府は小泉改革の一環といたしまして

１６年４月より日本育英会が独立法人日本学生支援機構に移行しました。それにより高校生
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に対する奨学金の貸与は地方自治体に投げられたかたちになっております。そういったこと

で国では現在行っておりません。またわが市でも現在はその制度はございません。塩沢では

独自の奨学金で昨年も２名の方がその制度を利用しております。また本県ではほとんどの市

町村で独自に取り扱っているのが現状でございます。 

わが市の今年３月の中学生の進学率は９８.１パーセントで、約２パーセント弱の１３名の

方が進学しなかったと伺っております。その中にはきっと何名かの、就学能力とその意志が

あるにもかかわらず、経済的な理由のために進学することができなかった方がいたかと思い

ます。私は高校生の奨学金については、あってしかるべきだと考えますが、市長のお考えを

お伺いいたします。 

 ２番目といたしまして大学、専修の市の奨学金制度についてであります。現在、当市の制

度によりますと貸与額は月５万円。人数は大学生１３名、専修８名とし、条件として他制度

の奨学金の貸与を受けない方で返済については貸与期間の２倍以内、そうなっております。

まず貸与人数についてでございますが、これを何とか増加できないか、そういうことです。

この人数につきましては隣の魚沼市では合わせて５０名、また十日町市では大学４８名、専

修２０名としております。 

続きまして他の制度による奨学金の貸与を受けない方という条件の廃止を考えられないか

ということです。わが市では大学などに進学する場合ほとんどの方がアパートを借りてそこ

で生活をしています。アパート代だけでも５万円から７万円かかります。そのほかに食事、

生活費、入学金、授業料とかかるわけですので現実的にはこの金額で進学される家庭は中流

以上の家庭であると考えます。 

今後の市を担う人材の育成のためにぜひ考えられないか。確かに金額が多くなれば本当に

返金していけるのか、また卒業後も本人に負担がかかるのではないか、そういう心配はある

かもしれませんが、返済方法や保証人などのことを合わせて考えれば改革は可能かと思いま

す。市長のお考えをお伺いいたします。 

 ３番目といたしまして、奨学金制度による医師の養成、育成は考えられないかという点で

す。今、医師不足の問題が盛んに報道されております。わが市でもひとごとではなく、医師

不足になりつつございます。また、かといって市外から医師に来ていただくには今後ますま

す大変であると考えます。それでしたら人材を育成するためにも、能力と意欲のある学生が

いましたらできる限りの支援をし、年に１人でも、２年に１人でも当市出身の医師を育てて

いくべきかと考えます。今の現状ではいくら能力がありましても、さすがに医大となります

とお金がかかりすぎてまず親が勧められません。いろいろな条件を付けての支援を検討すべ

きと思いますが、市長のお考えをお伺いいたします。 

 ４番目として、このたび奨学金について質問した３点も含めてでございますが、市奨学金

制度検討委員会を立ち上げ、今後の奨学金制度のあり方を検討していく考えはないかという

ことです。奨学金の資金につきましては、先ほどの質問の有料広告などの収入を、また寄付

金などもお願いし、特別基金として積み立てて運用をしていくことを、私は提案いたします。
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県内の自治体でも合併後、特色のある奨学金制度にするための委員会を立ち上げ検討してい

るところもございます。ぜひ南魚沼市にふさわしい特色のある制度とするために、ご検討い

ただきたいと思っております。市長のお考えをお伺いいたします。以上で１回目の質問を終

わります。 

○市   長  高橋議員の質問にお答えをいたします。 

１ 市の広報誌・ホームページについて 

広報誌に有料広告、あるいはホームページのバナー有料広告、この問題であります。この

ことにつきましては、市の保有する財産の有効活用。あるいは事業主に安価な広告媒体を提

供して地域経済の活性化を図る。市の厳しい財政状況に対応をする新たな財源確保。これら

の目的で昨年来、市の広報事業アンケート調査の実施をしておりまして、民間企業とのタイ

アップによる市の広告事業導入について研究を今、進めております。 

広告事業といいますと市民の大切な資産活用として、広告印刷物や公式ウェブサイト、公

共施設――これは土地・建物・車両でありますが――これらを広告媒体として提供する事業

であります。事業化にあたりましてはもちろんのことでありますが、公共性・中立性これを

保って自治体倫理とモラル確保のための広告掲載要項、そして基準を定めなければまたなり

ません。民業を圧迫、この批判もまた受けないように配慮をする必要があります。 

広告掲載スペースを現行の市報発行ページの中で確保する場合、市の新たな財源確保の観

点に照らし合わせまして、果たして広告主が魅力やメリットを感じられる適正な価格設定が

可能かどうか、これが一番であります。さらにホームページのバナー広告掲載につきまして

も、実は現在のアクセス件数が１日１,０００件程度であります。これで広告主がここにこの

程度――この程度というとあれですけれども、魅力を感じていただけるかどうかこれらも課

題となっております。 

これからは市の有料広告事業導入を望む声も多かった、アンケート結果では多かったわけ

でありますのでこれを背景にいたしまして、具体的な作業プログラムを作成して課題を整理

しながら事業化に向けて検討をしていきたいというふうに考えております。庁舎内の広告ス

ペース設置、これらも新しく庁舎を増築する際の一つの課題だというふうに考えております。 

２ 市の奨学金制度について 

 ２番目の奨学金制度につきましては、議員、市長というご指名がありましたが教育委員会

で担当をしておりますので、教育長から答弁をいたさせますのでよろしくお願いいたします。 

○教 育 長  ２ 市の奨学金制度について 

奨学金のお尋ねについて答弁を申し上げたいと思います。議員、ご指摘のように地元から

人材を育てるということが大切でありますし、また先ほどの答弁でも申しあげましたが、い

わゆる格差が教育の場面にまで波及してくることについては、なんとしても阻止したいとい

う考えでありますので、この奨学金のあり方についても見直しをしてみたいと、このように

考えているところであります。１つはそれは結論的でありますが、まずお尋ねの点にそれぞ

れお答えをしていきたいと思います。 
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 高校等の奨学金制度の新設ということでありますが、合併前の旧塩沢町でこの高校生を対

象の奨学金があったというふうなことは聞いております。ただあまり利用はなかったという

ふうなことも合わせて聞いているところであります。しかしあまり利用がなかったから今後

ともいらないのかいいますと、必ずしもそうともいえないのかなと、こんなふうに思って聞

いておりました。 

今、県立高校の場合には保護者の世帯の収入に応じました授業料の減免制度もあるわけで

ありますが、しかしそれだけではなかなか進学ができないという生徒さんがもしおられるの

であれば、やはりこういう道も開くべきだろうとこのように思います。なお今後とも最後の

質問とも関連をいたしますが、その辺のところで検討をしていければいいなと思っておりま

す。 

 それから大学、専修学校に対しての奨学金の人数枠の関係であります。今現在、もしかし

たらこれはお尋ねのほかの奨学金との併用を認めていないというふうなことから、魅力が薄

くて申込が少ないというふうにも考えられなくはないわけでありますが、今までの段階では

この枠で何とか間に合っているという状況であります。申請があっても保護者あるいは世帯

の所得の関係で該当しないというふうな方々がありまして、この枠でなんとか間に合ってき

たというのが実態であります。ですが、ほかの奨学金との併用を認めないというふうなこと

から、あるいは月額５万円で卒業後その在学期間の２倍以内の間で償還しなければならない

というふうなことが厳しすぎて利用が少ないのかな、という一面も懸念されますので、この

辺についても検討してみたいと思います。したがいましてほかの奨学金との併用を認めろ、

ということについても検討したいと思います。 

 ３点目でありますが、奨学金制度による医師の養成等であります。これにつきましてはす

でに制度としてはあるのであります。病院のほうの基金の中で、この制度がございます。た

だこれも市民全体に周知されていないというふうなこともあったのでありましょうし、旧大

和町の時代に１人途中まで利用したのですが、いろいろな制限が厳しくて辞退されたという

ふうなことがあったというふうに聞いております。この制度につきましても市民に周知でき

るような、あるいは病院で持っていることが妥当なのか、ほかの市の奨学金制度と一本化す

るのがふさわしいのか、その辺のことも検討をしてみたいと思います。 

 ４点目の奨学金の制度検討委員会を立ち上げて、市独自の奨学金制度を考えないかという

ことでありますが、今まで申し上げてきましたように、この奨学金制度の本体につきまして

は、旧六日町でやっておったものが基本になっておりますので、今まで申し上げたようなこ

とも含めまして総合的に考えてみたいと思います。ですので納税者の代表の方々、あるいは

高校で実際生徒さんの実態を見ておられる先生、あるいは中学校の先生というふうな方々を

メンバーにお願いをして、検討をしてみたいと、このように考えております。以上でござい

ます。 

○高橋郁夫君  １ 市の広報誌・ホームページについて 

まず有料広告についてですが、検討しているというかたちでもって答弁があったわけです。
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広告を載せる企業にとって有効かどうかという問題につきましては、その使い道をやはり考

えて提示していけば、それが企業にとってはそれを寄附とも考えられるし、そういった面で

企業のイメージも含めてアップしていくということで考えられないかという提案です。その

ことについてもう一度お願いします。 

２ 市の奨学金制度について 

 あと奨学金についてでございます。前向きに今後検討していくということですのでよろし

いのですが、今の若者が子供の産めないまた増やせない原因は、まず経済的な問題からだと

思っております。どうして将来子供を育てる自信がないかといいますと、幼少の頃のことは

覚えていないのですが、現実的に自分が高校、大学と進むなか、自分の親がどれだけ経済的

に苦労したか身をもって知っているから、自分がそんな苦労をして、子育てをしていく自信

がない。そういったこ若者の意見も聞きました。 

ましてやこの奨学金制度につきましては、あくまでも一時的にお貸しするだけですので、

学業終了後にはご返金いただく資金でございます。先ほども申しましたが基金として別に積

み立てておけば、ある程度安定しその基金の中で運用も可能ではないかと考えます。お考え

をぜひこの件については市長からお願いします。 

○市   長  再質問にお答えをいたします。 

１ 市の広報誌・ホームページについて 

この広告関係は、当然ですけれどもそういうこともすべて視野に入れながら、今、検討を

しているというところであります。極力早めに結論を出して、できればやっていこうという

考え方でありますので、企業の皆さん方からご協力をいただきたいと思っております。その

企業にとってどういうことが求められるかと、その部分をやはりきちんと。件数が少ないか

らだめだという人もありましょうし、今おっしゃっていただいたように企業イメージのアッ

プにつながれば、という部分もありますので、そういうことも全部調査をしながらやってい

きたいと思っております。 

２ 市の奨学金制度について 

 奨学金につきましては、その基金化を、ということでのことでしょうか。今、旧六日町で

やってきた部分はあって、あと何年・・・今年あたりから回り始めたのか。もう回り始めた。

返済が始まって回り始めていますので、特別基金化をしなくても予算の枠がそこへあるわけ

ですし、もうそれが回り始めればなんといいますか基金と同じようなかたちになっていくわ

けです。５億円だ１０億円だという基金を特別ここへ設置をしなくても、運営、運用してい

けるものではないかと思うのですけれども。ちょっと私がごくそこのところが定かではあり

ませんので、教育長からまた。私は基金化しなくても大丈夫だろうと思っておりますが。 

○教 育 長  ２ 市の奨学金制度について 

基金化すべきかどうか、この辺のところも合わせまして。と申しますのは、先ほどの答弁

で申し上げました病院で持っている医師等の奨学金制度、これは基金で運営しております。

ですのでこれらを市の奨学金制度として統合してくるときにどうすべきか、というところで
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合わせて検討をさせていただきたいと思います。 

いずれにいたしましても地域の子供たち、あるいは若い親が、将来に夢・希望が持てない

ような状況というのは極力回避していきたいと、このように思います。ですから十分とはい

えない奨学金であっても、そういう夢や希望というものに少しでも貢献できるのであれば、

なんとかして拡充していきたいとこのように考えているところでございます。 

○高橋郁夫君  １ 市の広報誌・ホームページについて 

有料広告については了解いたしました。 

２ 市の奨学金制度について 

また奨学金については、今は確かにそれで足りているかもしれませんが、例えばこのたび

改革をする場合、不足の時はもしかしたら資金もちょっと一時的に必要になるのではないか

ということでしたので。ご答弁はよろしいですがよろしくお願いします。終わります。 

○議   長  ここで昼食のため休憩といたします。午後の再開は１時といたします。 

（午前１１時５０分） 

○議   長  休憩前に引き続き本会議を再開いたします。 

（午後１時００分） 

○議   長  一般質問を続行いたします。質問順位２２番 議席番号１５番・樋口和人

君。 

○樋口和人君  それでは通告にしたがいまして一般質問を行います。一般質問３日目の午

後ということでなかなか皆さんお疲れだと思いますが、お昼寝しないでちょっと聞いていた

だければと思います。まず、このたびは２つのことについて質問をさせていただきます。 

１ 克雪住宅推進事業の一層の充実を求める 

 まず、克雪住宅推進事業の一層の充実を求めるということです。現在南魚沼市では今年度、

克雪住宅推進事業費として２,４００万円程の予算が組まれています。内容といたしましては

宅地内消雪設備補助金として１５７万円、克雪住宅協同整備事業補助金として２６２万４,

０００円、そして似たような名前ですけれども克雪住宅協調整備事業補助金ということで１,

９８０万円というふうになっています。 

そしてこのことについては市報などで、克雪住宅、あるいは宅地内消雪設備の補助制度と

いうことで広報しておりまして、克雪住宅補助金としまして補助対象工事費の１７.６パーセ

ント、最高で４４万円。戸数としては３５戸と。それから宅地内消雪設備補助金が補助対象

工事の１５パーセント、最高で１５万７,０００円の補助ということで、１０戸を予定してい

ます。このことにつきましては先の３月の定例会で予算が承認されたところです。 

大変ありがたい制度ということですし、聞くところによりますとそれぞれの補助金に対し

ては予定の戸数をオーバーするぐらいの申し込みがあったということです。皆さん、あてに

しているといいますか、ありがたい制度だということで大変多くの方から使っていただき、

いいことだなと思っております。この制度につきましては、それぞれ旧の３町時代にいろい

ろな形があったものを合併の時にまとめてきたということで、多少今までと制度の違いがあ
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るにしましても、こうやって使っていただいているということです。 

今申しましたようにもう既に予定の数を上回る申し込みがあったり、また申し込みを予定

していた方が断念しているというようなことも聞いております。そんなこととまた、ちょっ

とこれを一緒にするのはどうかと思ってはいるのですけれども、南魚沼市の中心街の地盤沈

下区域は、今後今現在の井戸の使用が困難になっていくと。井戸での消雪が困難になってい

くということから、やはり屋根融雪を中心としたこともそれぞれ皆さんが考えているという

ことだと思います。ですので今後またこういった融雪に対する補助を、さらに充実させてい

くべきだと考えておりますけれども、このことについて市長の考えを伺います。 

２ フレックスタイム制の導入による住民サービスの充実を図れ 

 そして次にフレックスタイム制の導入による住民サービスへの充実を図るということです。

まず、フレックスタイム制について少し説明をします。1 カ月以内の一定期間――これは清

算期間といいます。決まりをつける期間ということですけれども――この清算期間における

総労働時間、働く時間を予め定めておいて、労働者はその枠の中で、その日その日の始まる

時間、出勤の時間あるいは終業の時間を、自主的に自分で決めて働くという制度です。 

また、この一日の労働時間帯を必ず勤務すべき時間、これをコアタイムといいますけれど

も、そのコアタイム。 

そしてその時間の中であればいつでも出社または退社していい。たとえば朝の 6 時から来

ていいですよ、あるいは夜の１０時まで働いていてもいいですよと。その中で自分で調整を

していくということです。これはフレキシブルタイムといいます。 

この２つに分けて出社退社の時間を自分達がそれぞれ決めていくということです。ただ、

先ほど申し上げましたコアタイムについては、必ずなければならないということでもないよ

うです。 

といったことがフレックスタイム制の大まかな内容です。ではこのフレックスタイム制の

導入によってどういったメリットがあるかということです。一般的にですがこれは働く人、

個人個人が業務に即した就業時間を設定できる。このことによって自主性を尊重する。そし

てより創造性、柔軟な発想、自分から発想していく。この促進や労働意欲、そしてそのこと

によって業務効率を上げていくことができる。それからまた、労働時間を自分が管理する。

自分で決めていくことによって自己管理の意識が高まると。そしてまたこのことによって生

産性が飛躍的に向上する。そして自立性が図れるということなのです。 

もちろんフレックスタイム制に合わない職場といいますか、そぐわない職場もあるわけで

すけれども。今言ったような、時間、好きな時間を作っていくことによって、例えば収納促

進室といいますか、収納の部分、あるいは用地なんかの交渉事をする部門、あるいは建設で

すとか水道などの業務部門については非常に有意義なシステムだと思われます。 

そこで、これらを踏まえたうえでの質問になるわけですけれども、市長は来年４月に向け

て今年度中にすべての機構を見直していくという話を再三されています。そしてその一環と

して今申し上げましたフレックスタイム制の導入、このことを導入して住民サービスの充実



 - 31 -

を図るべきだと考えておりますが、市長の見解を伺います。 

○市   長  樋口議員の質問にお答えいたします。 

１ 克雪住宅推進事業の一層の充実を求める 

 克雪住宅推進事業の関係であります。ご承知のようにこれは国の制度、県の制度とありま

して、国の制度は都市計画事業的な規模の大きいものということでありますし、県の制度は

個人に補助できる使い勝手のよい制度として定着をしてきたわけであります。平成５年から

始まった制度でありまして、非常に何といいますか重用された制度であります。この申し込

みですけれども、今ほどおっしゃっていただいたように、今年は５月には予算の枠を越えた

申し込みがありまして一応打ち切らせていただいたところであります。井戸の掘削申請もそ

うでありますが、豪雪の年にはやっぱり補助金の申請が殺到するという傾向があります。そ

ういうことで今年はといいますか、今年も大勢の皆さん方から申し込みをいただいたところ

でありまして、その状況は今、大和地区で３棟。六日町地区で３０棟、これは地盤沈下地域

で１９棟、他で１１棟。塩沢地区で３棟。こういう状況であります。 

六日町市街地を中心とした地盤沈下区域の補助制度と克雪住宅補助は、本来目的が違うわ

けです。制度のねらいと異なっている部分がちょっとあります。本当は地盤沈下対策として

の部分と、豪雪克雪住宅的な考え方と切り離さないと本来は確かおかしいわけですけれども、

一応そういうことを併用しながらということであります。 

県は財政難でこの制度を縮減するという情報も伝わってきているところであります。これ

を縮減あるいは廃止ということになりますと、非常に私どもにとっても打撃は大きいわけで

ありまして、とにかくそうしないように働きかけをしなければなりません。無雪化といいま

すか屋根の雪降ろしから解放される、危険から解放されるという部分も含めたり、地盤沈下

対策としての耐雪屋根・融雪屋根の復旧はどういう事情があれ中断はできないという考え方

であります。 

財政事情が非常にこういう時期でありますので、一層の充実がどの程度図れるかは、今こ

こで議員に、それは分かった来年は倍額にする、なんてことはなかなか言えないですみませ

んけれども。今ほど申し上げましたように、必要不可欠な事業であるということは強く認識

をしておりますので、また予算の中で十分検討をさせていただくという範囲に留まりますが、

議員のおっしゃることはよく理解しておりますのでそのへんでご勘弁を。これ以上突っ込ま

れても何も話ができないということでありますので、よろしくお願い申し上げます。財政状

況を見ながらということであります。 

２ フレックスタイム制の導入による住民サービスの充実を図れ 

 フレックスタイム制の導入であります。これは今おっしゃっていただいたそういう効果が

あるということすけれども、組織の機構改革、組織改革であります。これは一番は窓口部門

におきますと、市民が市役所に来庁した際に分かりやすい窓口と、すべてその場で解決がで

きるといういわゆるワンストップですね。これを念頭にきちんとやってみようと。旧六日町

時代に若干の試みをやってみましたが、合併というような中でちょっとその構図は崩れてお
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りますけれども、もう一度ここを念頭において考え直したいと。 

このフレックスタイムの利点といいますと、先ほど議員がおっしゃったとおりであります。

ただ、懸念される点は、市役所の業務というのはチーム的な作業というのも多々ありますの

で、例えばそこに人間が欠けたというときにうまく機能するかしないかという部分も若干懸

念はされているわけであります。 

それから、これは調整で何とでもなると思うのですけれども、要は勤めている職員が自分

で自分の啓発や管理も含めながら、時間帯をある程度希望されるわけです。それがどこかに

集中したり――うまく分散していただければこれにこしたことはありませんが、そのへんに

自己管理的な部分が相当協調されますと、私どもの方でそれはだめだからこの時間帯にして

くれとかということが、非常に調整がしづらいという部分があります。こちら側の調整の範

囲で全部応じていただけるということになれば、これはある程度やる利点も非常に出てくる

わけですけれども。そのへんがちょっと調整としては残るということであります。 

今は窓口サービスにつきましては時間帯も含めまして、住民票の自動交付機、あるいは郵

便での各種証明書の交付やこれらをやっている・・・郵便ではなくて交付機は設置をさせて

いただいたわけでありますが、郵便局利用等も今後は検討しなければならないと思っていま

す。昨日、管内の郵便局長さんとの懇談会の中でもそういう要望も出ましたし、私どももで

きるできないは別にして検討に価するものだということで、検討を重ねていかなければなら

ばいと思っています。 

いずれにいたしましても来年の機構改革の際に、フレックスタイム制を利点・難点を検討

しながら導入できるか否かと、ここをきちんと検討いたします。ですがこれもここで、よし

わかった導入する、というところにちょっと至りません。至りませんが利点については十分

理解しておりますので、極力実現できればと思っておりますけれども。歯切れが悪くて申し

わけござしませんけれども、もう少し検討をさせていただきたい。 

今までこのことはあまり考えたことがなかったのです。サマータイムということはよく言

われましたけれども、これは一律に朝早く出てきて夕方早く帰るということでありますから、

これはＣＯ２削減の目的もありましょうし、職員の勤務時の快適さということも含めてのこ

とであります。フレックスタイムになりますとちょっとまた大きくそれを踏み込んでの部分

でありますので、十分な検討をさせていただくということで、ご理解をいただきたいと思っ

ております。よろしくお願いいたします。 

○樋口和人君  これ以上突っ込むな、ということを言われちゃうとどうもこうもならない

のですけれども。 

１ 克雪住宅推進事業の一層の充実を求める 

克雪住宅につきましては、この大雪ということなのでしょうけれども。例えば六日町で３

０軒、あるいはその中でこの地盤沈下区域で１９軒と、これほど灯油が高い、あるいは燃料

代がかかると言われた中でもやはりやっていきたいと。さらにここには出ていない本当は申

請したかったという方達がいるはずです。やはりそういうことを考えた中では屋込みの中と
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いうのは別立てで考えていくということ。別立てで地盤沈下の方については考えてもらうの

なら、それはそれでいいでしょうけれども、やはりひとつある制度、国・県の制度があるの

であればやはり有効。今度は縮減の方向ということですけれども、そうではなくて何らかの

手立てを縮減しない方にまた努力をしていっていただくより、しょうがないと言えばしょう

がないですが、そういうことで努力してもらいたいと思います。 

２ フレックスタイム制の導入による住民サービスの充実を図れ 

 それと、フレックスタイム制のことです。今ほど市長の方で、例えば組織的に動くときに

職員の方がこの時間、この時間といわれて手薄になると困る。まさにそこが意識改革だと思

うのです。自分達が勤める、あるいは仕事をしやすいためにこのフレックスタイムを選ぶの

ではないのです。市民の方達がここへ来て、あるいは市民のところへ出向いていって仕事を

すると。そのためにはどの時間に自分達が選んで行けばいいのか。そのことを考えていく、

その意識改革をすることが、フレックスタイムということだと私は考えています。 

そしてまたフレックスタイムにすることによって、今言いましたように例えば夜、市民の

方達と話をしたりというときに、フレックスタイムにすることによって時間外手当だとかが

なくなってくるわけです。今までもいろいろ話が出ていますけれども財政健全化計画といっ

た中で、やはりその辺も職員の方々が意識を持っていくと。今までと同じように暇な時間と

いうとおかしいですけれど、時間の仕事の集中するところにみんなでやっていくと。そうい

う考え方を持っていっていただくことが非常に大切だとこういうふうに思っています。その

ためのフレックスタイムだというふうに理解をしていただければと思います。 

やはりこのフレックスタイムを導入するにあたっては、管理をする方といいますか、そち

らの方もそのへんの意識をきちんと持った中で導入していかないと、今ほど言いました、た

だ自分達が勤めやすいとかということに利用する――利用するという言い方はおかしいです

けれども、そういった朝遅くてもいいですよ、みたいなそういう仕事の仕方になってしまい

ますので、そのへんを間違えないようにまた検討の中で入れていってもらえばと思います。 

 また、逆に言いますと、初日にありました職員の方の勤務時間、休暇等に関する条例。こ

の中で例えば朝お子さんを保育園なりに送ってくると、そういった事情の方についてはまた

これは非常に有効な制度だと思います。先ほど言いましたように 1 カ月という期間の中での

やりくりですので、1 カ月の中で総勤務時間を決めていくということです。その中であるい

は朝、お子さんを送っていった時には他のところで補填をしていく。１カ月の中で使えると

いうことですので、そのへんも十分検討していただいて、ぜひこの意識改革というその辺を

外さないようにして検討をお願いしたいということです。その辺を踏まえた中でもう１回答

弁をお願いします。 

○市   長  樋口議員の再質問にお答えいたします。 

１ 克雪住宅推進事業の一層の充実を求める 

１点目の方は何と申しましても何とかその予算枠を確保していくということに尽きるわけ

であります。市街地の都市計画事業等がうまく導入できれば、これはそれなりの効果が非常
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に上がる面があるということであります。そういう面も含めて先ほど申しましたように、と

にかく中断していいとか、縮減していいとかという部分には至らない事業だというふうに認

識はしております。 

ただ１点だけは、これも触れましたがそういう被害があった翌年には非常に集中するとい

う部分がありますので、これが経年部分か、これだけの豪雪があったからということで急き

ょそういうことになっているのかと、その部分を見極めながら。ただ予算の都合もあります

ので、要望された分を全部その年の中でということは若干無理が生ずるかもわかりませんけ

れども、要望には若干の年数がかかってもやはり答えていかなければならない、という思い

であります。 

２ フレックスタイム制の導入による住民サービスの充実を図れ 

 フレックスタイム制の方はよく理解をいたしましたし、若干私の認識が違っていた部分が

ありまして、それらも含めてとにかく。私もフレックスタイムという名前といいますか、こ

のことは聞いていた覚えはありますけれども、なかなかその内容部分、今、議員のおっしゃ

ったようなところまで突っ込んでは勉強をしていませんでした。結局考えますと、それぞれ

の課で全部違うわけでありますので、その辺の調整がどうできるのか。また個々の意識が本

当にどこまでそういうふうに改革できるのか。そのへんも含めて検討に値することでありま

す。機構改革の際に検討はきちんとやってみるということで、ひとつご理解をいただきたい

と思います。 

○樋口和人君  １ 克雪住宅推進事業の一層の充実を求める 

今、それぞれ答弁いただいたわけですけれども。克雪住宅のところで要望のあったところ

については何とかという話をいただいたのですが。これについては例えば今、したいよとい

う方達は、今年だめで建ててしまって、来年あとから貰うというわけにはいかないと思うの

ですが、そのへんをちょっと整理してお願いしたいと思います。 

２ フレックスタイム制の導入による住民サービスの充実を図れ 

それとフレックスタイムについてはぜひきちんと検討ということですけれども、各課それ

ぞれで、フレックスタイムを使わなくてもいいわけですから、この課はフレックスタイム、

この課は通常の、ということでできていくわけです。当然市の機構の中ではフレックスタイ

ムが組み込まれるところ、あるいはそぐわないところも当然あると思います。その辺はそう

いうことだと思っております。 

 では１点、克雪住宅のそこだけ整理してお願いします。 

○市   長  １ 克雪住宅推進事業の一層の充実を求める 

例えば今年は申し込みを打ち切っているわけでありますけれども、要望がどの程度あった

のか、例えば１０軒オーバーしていたとか。それがまた来年度でいいということであれば、

来年は来年なりに４０なり４５なりの枠を確保するわけですので、その中に組み入れながら

やっていく。今年待てないでやってしまったものに対して後追いで補助というのは、非常に

馴染みませんので、それはご勘弁いただきたいわけですが、若干の年数が掛かっても、とい
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う中で対応ができるものはしていきたいということであります。 

２ フレックスタイム制の導入による住民サービスの充実を図れ 

 フレックスタイム制の方はよくわかりましたが、ひとつ一番懸念されることはやはり管理

面でありまして、そのへんも含めて十分検討をさせていただくということで、お願いいたし

ます。 

○樋口和人君  終わります。 

○議   長  質問順位２３番 議席番号１０番・牧野晶君。 

○牧野 晶君  一般質問を行わせていただきます。 

１ 本庁舎方式と人員削減計画・組織改変計画は連携しているのか 

通告文にしたがって３点今回あるのですが、まず第１点目。本庁舎方式の採用と人員削減

計画は連携しているのかについてお聞きしたいと思います。本庁舎方式の方が現在採用して

いる塩沢分庁舎、大和分庁舎そして六日町庁舎というふうに効率が悪いというのは、理論的

には当然わかります。そして、私は本庁舎方式の採用についても異論はありません。ただ、

単純にいえば分館をまるっきり新しく造るということではなくて、分館を造るということで

本庁舎方式の採用をしていきたいということが。分館であってもやはり庁舎というのは一番

最後で、市民の要望はなかなか低いのではないのかなという私は思いがあります。 

塩爺の名言で「母屋はお粥、別棟はすき焼き」なんて言葉がありますが、今、市は財政健

全化に取り組み、そして市民の皆さんに「お金がない、お金がない」「予算がない、予算がな

い」というふうな話をしているわけです。その予算がない中で例えば分館を造った場合に、

「予算がないといっているけれど、自分の住むところはしっかりいいもの建てやがって」と

いうふうに言われる可能性が多いので、分館を造って行くことに対してメリットの提示をし

っかりしていかないと、市民にまたいろいろな要らぬ誤解というかマイナス面。せっかく本

庁舎方式を採用したが叱られるようなことがあっては、それはそれでまた違うと思いますの

で、今回はしっかりその点、市長の考えというのを聞きたいと思います。 

 ３月議会の一般質問で、今後１０年後までに合併による職員の削減は何人だと聞いたとこ

ろ、５年後までにあと３９人削減するというのが現在の計画である、というふうに聞いてお

ります。大和・六日町で合併が行われたのが約２年前。その前の合併協議の中から職員をな

かなか採用していないので、今から５年後までだとだいたい８０人くらいの、一般職の事務

職員の削減ということになります。 

３町合併でこの数字というのは、約１８パーセントの事務職員の削減率であります。３町

合併で１８パーセントです。この１８パーセントという数字が多いのか少ないのか。それは

人によっていろいろあると思いますけれど、多いようで少ないのではないのかなと私は感じ

ております。もうちょっと頑張って欲しいなと。３つの自治体が１つになった、単純に皆さ

ん市民の窓口という点もあるので、それが３分の１に減るということはないですけれども３

割減とかそのくらいになっていかないのかなという思いがあるのですが。 

その点、この１０年後以降、５年後以降、今ある職員削減計画の先というのは１８年度に
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計画をしていくということですけれども、今のこれまでの市長の答弁だと新庁舎の整備計画

と。一般市民の参加する委員会に答申を求めるというのが秋口ということなのですが、これ

だと秋口の答申に対して、今後の５年後以降の職員削減計画というのが連携してないのでは

ないかと私は思うのです。 

あまり豪華な分館であっても必要以上なものを造って欲しくないというのは、市民として

当然ある気持ちだと思いますし、しっかりとしたメリットを感じて、たくさんの職員を削減

できるのであれば、分館の建設というものも考えていくひとつの方法でないか。このような

市民の理解を得ることが重要だと思いますので、まず１点この点、どういうふうにして考え

ておられるのか。 

そして先頃の一般質問から、常に来年度から部長制をしていきたいということですけれど

も、来年度からの組織の改変についてもしっかりと連動しているのか。何人職員を削減する

から分館が必要なんだよ、何人のスペースが足りないから分館が必要なんだよ、というふう

なしっかりとした理論を聞かせていただきたいと思います。 

２ 六日町病院の今後は 

 ２点目に入ります。こちらも３日間ある一般質問初日に言った人がいたのですが。基幹病

院ができることによって県立六日町病院や小出病院が廃止というふうな方向にありますが、

私は塩沢の住民ですが六日町の一部の方も「六日町病院がなくなるとちょっとおごったのう」

というふうな思いを持っている方がやっぱり大変多いと思います。それと同時にいろいろな

話を聞いていると、市長さんの方は今までの答弁の中で、当然大和の医療というものも、大

和の基幹病院が紹介状だけで、３次医療しかしないところでは困る。２次医療もして一般の

方も入れるような医療体系を県に求めていきたいということを言っております。また六日町

病院の存続についてもなんとか考えていきたいという答弁ありますが、しっかりそのへんの

熱い思いを語っていただければと思います。 

３ バリアフリー化の推進を 

 ３番目のバリアフリー化というか、マナーの向上キャンペーンの実施をということです。

今はどこの駐車場にも車椅子マークのある駐車スペースがあると思います。このスペースに

一般の健常者の方が停めておられることもたまにあると思います。そういうのをみるとちょ

っと注意しようかな、と思うのですけれど、具合が悪いのだよ、と言われると困ったことが

あるので、やはりなかなか言いづらい点があるわけです。もしも本当は見えない障害を抱え

ている方があるかもしれないと思うので、これはやはり１人１人のモラルの向上という点で

カバーしていくしかないのかなという思いがあります。この辺、市としてのマナーの向上キ

ャンペ－ンの取り組みというのをしていただければと、どこかで考えていただければという

思いがあります。 

 以上３点になりますが壇上からの一般質問を終わらせていただきます。 

○市   長  牧野議員の質問にお答えいたします。 

１ 本庁舎方式と人員削減計画・組織改変計画は連携しているのか 
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 市役所の本庁舎整備計画。この件についてでありますけれどもメリットを市民によく周知

をしてということ、これは当然の事でありまして、一番のメリットはいつも申し上げており

ますように本庁舎方式に変更することによってのいわゆる職員数の削減であります。１３１

名という数字を１０年間で削減というのは、合併当初からの目標数値でありますが、このう

ち事務職７６人を削減するという計画であります。 

そこで、それを削減するためにはどうしても本庁舎方式を採用していかなければ削減がで

きないということでありますので、ここをきちんと市民の皆さん方からもご理解をいただい

て、決して華美なものを造ろうとかそういうものでもありませんし、財政的にも特例債を利

用する部分であります。それを造ることによってすぐ市民生活に、市民の皆さん方のサービ

スが落ちるということが生じる財政措置ではありません。そのへんもご理解いただきながら、

将来的には返していかなければならない部分が出ますから負担にはなってくるわけでありま

すけれども、その面をきちんと市民の皆さんにご説明をしながらやっていかなければならな

いと思っております。 

諮問は基本方針として、「市庁舎は本庁舎方式に変更する」それから「本庁舎方式の変更に

伴い、現六日町庁舎を本庁舎の位置とする」「事務室、会議室等不足する建物面積については、

本庁舎附近に庁舎別館、いわゆる増築をする」ということであります。「駐車場の拡張用地と

して隣接するＪＡ倉庫、敷地これを取得したい」「大和庁舎、塩沢庁舎は支所として市民課窓

口を主体とした総合市民生活課等の設置により総合窓口業務を行う」。この５項目を今諮問し

ているところであります。 

そこで次の段階といたしまして、それでは職員の削減計画、それから機構改革これらに沿

ったいったい全体どの程度の面積の増築が必要なのかと。これを算定をしなければならない

わけであります。今、概算でありますが約１,０００平米の床面積が増築分として必要だろう

と、おおむねです。これをできれば２階、３階。１階部分はピロティ－方式で駐車場にした

いと思っておりますので、そういうことも含めてこれからそれぞれ庁舎整備計画検討委員会

の皆さんに申し上げていかなければならない。 

１回目にはまだ面積分とかそういうことは、まだきちんと申し上げておりませんのでまた

それらを提示をしながら、秋口にきちんとした答申をいただきたいと思っております。 

議員おっしゃったように整備計画と職員の削減計画、市役所の組織の変更計画、これは連

動しなければ絵に描いた餅というよりは何もできないことになります。当然これを連動させ

てやっていくということであります。ですので、先ほど触れました部局制の導入も含めて、

まだこれは決定をしたというわけではありませんがそれをやっていきたいということですか

ら、今、検討中であります。部局を何部何局設けるかと、そこから始まっての再編でありま

すので、そのへんも含めて皆さん方にも９月議会のころにはまた大まかな考え方を提示でき

るものだと思っております。そういうことで進めていきたい。 

そして秋口にきちんとした答申をいただいて、来年度はできれば用地買収と基本設計とい

いますか実施設計をさせていただいて、２０年、なるべく早い時期に着手していただいて、
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できれば２０年くらいの中で増築を終わらせればという考え方であります。が、これもまだ

若干財政との調整が残っておりますので、その年度が１年、２年までは絶対遅らせてはなら

ないと思っておりますけれども、１年以内の変動は若干あるかもわからないということをお

含みおきいただきたいと思っております。 

市民の皆さんからきちんとしたご理解をいただくことは一番重要なことだと思っておりま

すので、これはまた機会をとらえそれぞれの中で説明をさせていただきたいと思っておりま

す。 

２ 六日町病院の今後は 

 六日町病院の今後であります。これは新聞報道で皆さん方ご承知のとおりだと思いますが、

県は基幹病院を設置をする、建設をするその絶対条件として、小出、六日町病院は県立、県

営という看板を外すということであります。私どもも前々からそういうニュアンスはずっと

感じておりました。そういうふうになった場合の六日町病院の在り方というのは、正式にま

だ検討を始めたわけではありませんが、考え方としては以前に申し上げたとおりでありまし

て、今の位置に今の病院。これは、規模は縮小されます。間違いなくベット数も減るわけで

すから規模は縮小されますが、２次医療までをきちんとできる医療機関として存続をさせる。

このことについていささかの揺らぎもございません。 

ただ、経営形態が市立になるのかあるいは民間になるのかという、これはまだ定かではあ

りませんが、あそこに今の病院機能を、規模縮小は伴いますけれども残すと。そして特に塩

沢地域、六日町の塩沢よりの地域の皆さん方の医療体制は、きちんとそこで整備をしていく

ということは必ずやっていかなければならないことだと思っております。 

ですので、これから基幹病院の具体的な姿がそう遅からず出てくるわけですので、しから

ば今の六日町病院がどういう機能を残して、どういう運営形態をやっていけばいいのかとい

うのは、これからの検討であります。が、最終的には今ほど申し上げたように、ここに医療

機関としてきちんと存続をしていくということはひとつご理解をいただきたいと思います。 

３ バリアフリー化の推進を 

 バリアフリー化の推進であります。これはご指摘のとおりでありまして、一番建物に近い

いい場所にありますので、空いていればひょいと利用してしまうとかそういうマナーの悪さ

といいますかマナーが低い部分も見受けられます。気になることがやはりあるわけでして、

車椅子専用スペースが設置目的に沿った利用になるように、広報等でも啓発していかなけれ

ばなりませんし、機会をとらえてマナー向上に取り組んでいきたいと思っております。キャ

ンペーンというところまでいくかどうかちょっとわかりませんが、機会をとらえてキャンペ

ーン的なものもきちんとやっていかなければならないと思っております。 

 参考でありますが車椅子専用スペースの設置状況。市の施設の中で、市役所の本庁舎は１

であります。大和庁舎が３、塩沢庁舎に２、南魚沼市の公民館は０であります。公民館の六

日町地区館に１、塩沢地区館に２、おおむね市の施設の中の設置状況は以上のとおりであり

ます。以上でありますがよろしくお願いいたします。 
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○牧野 晶君  再質問に入らせていただきます。 

３ バリアフリー化の推進を 

まず、車椅子のことですけれども、つい最近です。最初は黙っていようと思ったのですが

良い機会なので言わせていただきますが。ある市の施設に用事があって行ったときに、たま

たまそこに市の職員が来たのです。その人が車椅子スペースにばつんと入れたのです。その

場で注意しようかなと思ったのですが、ここで注意するのももったいないと思い、ここで言

うのが一番――誰だというつもりもないし胸に手を当てて、市長が言えば「俺かな、俺かな」

とひょっとしたら思う方もいるでしょうから――効き目があるのかなと思ってそのときは注

意しなかったのですけれど。そういうこともありますのでまずキャンペーンとは言わないま

でも広報等を、また市の役所の中でもひとつお願いします。 

２ 六日町病院の今後は 

 それと、六日町病院と大和病院については、これ以上突っ込んでもなかなか出てこない点

もあると思うのでこのへんで止めておきます。 

１ 本庁舎方式と人員削減計画・組織改変計画は連携しているのか 

庁舎の整備計画について。昨日の一般質問の中で部長制を来年度から考えていきたいとい

う答弁がありましたけれども、１９年度は部長制の分庁舎方式を採用していくわけですよね。

１９年、２０年そして２１年になったら部長制の本庁舎方式を採用していくということにな

ると、残りの１９～２０年、この２年間の職員の削減というのは、事務職員の削減が５年間

で３９人ということは逆に均していえばだいたい８人ずつ減っていくわけです。３年分ぐら

い減るわけです。３×８＝２４で３９人のうち２４人が減るわけですが、そうすると残り１

５人です。部長制の分庁舎方式だと要はさらに３９人の中から２５人減らせるわけですけれ

ども、２５人減らしてさらにそれから本庁舎方式に移行するということは、１４人の削減で

しかない計画になってしまうのではないかと私は正直思うのですが。 

言っている意味は、要は３９人の今計画しかないのに部長制をしいて３年後までには減っ

ていくわけです、分室でも。１４人やそこらの削減のために分館を造っていくのは、市民感

情として理解ができるのかなと。３９人、全体の職員で１３１人の削減計画があるというけ

れども――この間の続きになってしまうのでそっちは触れないことにしますけれど――合併

で削減できるというのはやはり理論的には事務職員でしかないわけです。その事務職員を何

人削減できるか。保育士はこの別館に保育所が入るわけではないから、そっちの数は置いて

おいて、要は７６人の中で何人減らしていけるか。 

５年後までに３９人減ります。ただし、分庁方式の部長制で２５人です。その差は１４人

です。１４人のためにならない。であれば、もっとさらなる上を目指してから、また部長制

をしいたことによって、当然部長制でもここはまだカットできるという点が出てくると思う

のです。精査していけば。あまり急ぐ必要がないのではないかと。今の私の、１４人削減す

るために分館を造ることはならん、かしこまらんというふうな数字的な理屈が間違えている

のであれば当然指摘いただきたいのですが。その点の視点で考えると早急すぎるのではない
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のかなと。 

本庁舎方式の分館を造るのが目的になって、本来の職員を何人削減できるかが後にきてい

るのではないのかな、ということになると思うのです。そうでないと市民の理解は、先ほど

の繰り返しになりますが、「母屋でお粥、離れではすき焼き」俺ら市民には「我慢しろ、我慢

しろ」と言っているけど、自分のところはしっかりと新築でピカピカの建物を造った。そう

いうふうに言われたりとか、また、先ほどの一般質問の答弁の中で固定資産税の税率もまだ

全然方向――「ひょっとしたら」みたいな感じの、まだ上げると決めたわけではないし。 

ちょっと話が振れすぎているかもしれないですが、市民としてはある庁舎を利用して欲し

いというのが一番のあれなわけですよ。造らないで済むのであれば造らないで欲しい、ただ

いっぱい職員を削減できるのであれば造ってもしょうがないぞ、その比較をしっかりとでき

るようにしていただきたいのですが。すいませんがご答弁の方をよろしくお願いいたします。 

○市   長  再質問にお答えいたします。 

３ バリアフリー化の推進を 

バリアフリー化といいますか、マナーに欠けていた職員がおりましたことは大変申しわけ

ございませんでした。また職員にもきちんと話をしてそういうことのないように取り組みま

すので、今度は名前を後で教えてください。前に職員には言ってあるのです。いろいろのこ

とがあって、投書もあるし、行為の具体的な部分は６月の朝礼のときに話しました。今後そ

ういう部分が出てくれば、具体名を挙げて私がちゃんとその本人に話しますということを言

ってありますから。今はいいですけれど今後そういうことがありましたら、皆さん方にお願

いをしておきます。 

べつにその人を特に責めようということではありませんけれども、そういうことをやって

いるということは、全体に話をしても胸に手を当てて「おれかな」と思っても「おれじゃな

いかな」とも思うわけです。やっぱり「おれだ」と思わせなければだめなのです。と思いま

すので、犯人探しみたいな形で申しわけございませんけれども、事実そういう行為がありま

したらお知らせをいただければありがたいと思います。また職員のマナーについてはよくお

話を申し上げておきます。 

１ 本庁舎方式と人員削減計画・組織改変計画は連携しているのか 

 市役所の件であります。こういうふうにお考えをいただきたいのです。今、合併をしたが

ゆえにそれぞれの、本来であれば――こういうとちょっと失礼になってしまうのですが――

置いておかなくてもよかったという部分が非常にあるわけです。それはご存知だと思います。

来年はほぼその分室機能は全部カットしていこうと思っています。来年は。そこでの削減を

まず進めます。 

そして、庁舎ができ上がったことによってそこに集約することで、またカットができると

いうこと。二段構えということになりましょうし、やはり集約することを前提で例えば何々

課のということはやれるわけですから、２年です。非常に人員的に例えば無理がある。だけ

ど集約してしまえばそれでいいのだという部分では、必要であればカットしたままで臨時対
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応とか、そういうことも考えなければならない。それをずっと作業中でありますから。さっ

き１,０００平米という申し上げ方をしたのは、本当に概算であります。数字が一人歩きしな

いようにお願いしたいのですけれども、これが８００平米くらいになるのかもわかりません。 

ですので、そういう構えでやっていきますから、してもしなくても同じではないかという、

細かな数字はここで私はとても申し上げられませんけれども。１４人が、２２人がなんとい

う話はちょっとわかりませんが、庁舎を１つに寄せて、増築はしなければなりませんけれど

そのことによっての効果は、当然ですけれどもきちんと数字を出していかなければ理解を得

られませんので、それはきちんと出していきます。 

ただ、それは２年、３年かからなくても、２年後ですか、その間に削減は全然できないじ

ゃないかという話ですが、そうでなくてその間でやれる部分はやっていくということであり

ます。不補充です、もうほとんどが不補充。不補充で対応していくということです。それは

ご理解いただけましょうが。 

数字はきちんと今後出しますので、今、私がとってもここで７６人のうちの何人が来年で、

何人が来年でというようなことは申し上げられません。が、間違いなく庁舎の機能を１つに

したことによっての削減効果はここです、という部分はきちんと出して、皆さんに説明申し

上げて理解をいただくと。そうならなければとてもまさに「母屋はお粥をすすって、軒先借

りた人がすき焼きを食っている」ということになりますから、そういうことにならないよう

に十分配慮して数字をきちんと出しながら、ご理解をいただくという作業を進めてまいりま

す。 

○牧野 晶君  １ 本庁舎方式と人員削減計画・組織改変計画は連携しているのか 

他の２点は置いておいて庁舎について言わせていただきます。やはり市民が望んでいるの

は、望んでいるというか求めているのは、庁舎を造るのだったら職員を何人削減できるかだ

と思うのです。細かい数字については確かに市長の方は、私からいきなりぼんといわれて答

えが詰まる点はあると思いますが、言っていることはご理解いただいているのではないかな

という、当然強い思いはあります。 

来年度から分室を止めていく。分室を止めて来年度、均しで年間だいたい 8 人くらいずつ

減らしていけるわけですけれど、あと一番重要なのが、今のままだと――市長は５年後以降

についての、職員の削減のイメージというのはまだ語っていないわけですけれども――いっ

たい分館を造ってこの六日町本庁舎を、何年後に基準をおいた市庁舎にしようとしているの

か。いつなのかという。 

今のだと、ただすぐ前の５年後というふうに感じるわけです。要は５年後以降の削減計画

とかが、ないのに建てるということをしてしまいますと、今の国の方針と市の方針だってど

んどん職員は削減という方向にあるわけですけれども、５年後以降の１０年後、２０年後の

市の姿、市の機能というものも当然考えていかなければならないと思うのです。小さくまと

めるようにスリム化という点で。 

それの答弁というのは細かい数字が今ちょっと答えられないというのであれば、しっかり
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と秋口に答申をいただきたい。あと、市庁舎検討委員会の方にいっているわけですけれど、

秋口だと５年後以降の――３月議会の一般質問の答弁であった。それの５年後以降の――職

員削減計画も出ていないのではないのかという思いが私はあるのです。要は、単なる５年後

の数字で庁舎を建てることが良いことなのか悪いことなのか。５年後といえば、庁舎を建て

ていけば３年ですから、庁舎完成時点では２年後のことしか見ていない庁舎というふうにも

逆になってしまうのではないでしょうか。とういうことを私はえらく懸念しているのですが。 

当然、塩沢にしろ大和にしろ、塩沢が７０人くらい、大和が１３０人くらいいると思うの

ですが、将来的に２０人から４０人くらいになっていくのではないのかなと、私は勝手に想

像しているのですが、それはそれである意味それが合併というものだからいたしかたない点

はあるかもしれませんけれども。やはり中心部だけが発展するようなことがあってはいけな

いわけです。周辺部にも、職員を残せということではないですよ。私は石打という一番上の

方、どちらが上になるのか、東京側で一番外れに住んでいる議員になるのですが、外れの住

民としては中心部ばかり栄えてもらっても困るし、中心部が栄えるためには周辺部も光り輝

いていかなければいけないという思いがあるわけです。 

中心部が、庁舎があるから光り輝く、別館を造ったからといって光り輝くわけではありま

せんけれども、やはり財政というのは均等にみんな受けていくわけですので。話は元に戻り

ますが、市長の方からぜひ何年後の市庁舎、市の組織、そして市の削減を考えて、何年後の

必要となる別館になるのか。市庁舎の六日町庁舎の建物を造っていくのか。その点のご答弁

をお願いいたします。 

○市   長  １ 本庁舎方式と人員削減計画・組織改変計画は連携しているのか 

お答えいたします。最終的な目標数値といいますかは、ご存知のとおり１０年後でありま

す。それを議員は、そんなのは１０年では遅すぎる、５年でやれ、とかという話があるわけ

ですが。それはそれといたしまして、やっぱり見るべき部分は、一応１０年後にはそういう

姿になっていなければならないということであります。そういう目標計画を立てたわけであ

ります。ですから、それを何年後かと言われれば１０年後ということです。 

しかし、地方分権ということが非常に言われていますし、実際そういうことが進んできて

いますが、本来の分権といっていいのかどうなのか。ここにきまして１９年から２１年、こ

の間に県で行っている今２２１項目の事務を、市町村に全部移譲しようということです。そ

れを受けられるか受けられないかということが先般アンケートでもきていたわけです。これ

は当然まだ県でやっているべきだとか、それは私達がやるべきだとか、これを調整していか

なければならないわけですけれども。 

こういう具体的にどれだけの事務権限が移譲されるかという議論は、合併の際には具体的

には出ていなかったわけです。大まかに地方分権だということは言っていましたけれども。

例えば、こういうことが出てきますと、それを我々がきちんとやっていく上で、その１３１

という目標数値が若干狂うのか、あるいはまた大幅に上積みできるのか。これは事務の内容

をきちんと精査しないとわかりませんけれど、要は、事務量は増えることは間違いないです。
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これを受けてくると。そのかわり権限も強まるといいますか、自治組織、自治機能が強くな

るということです。そういう面はひとつあります。 

もうひとつは、昨日、一昨日と申し上げましたように、行政が関与しなくてもその地域が

きちんと運営できていくような方向を見出していきたいということです。自治組織的な分で

す。自治組織とは言いません。それが成し遂げられれば当然でありますけれども、地域がや

っぱり輝いて、その結集が南魚沼市でここでありますから、中央だけが裕福になって良くな

って、地方、地域周辺部は寂れていくということにはなり得ませんし、そういう市になると

もう南魚沼市は終わりだということでありますから。周辺部その部分が、きちんと一番安定

もして住みよくて、いい地域になっていくことをやっていかなければならにと思っています

から。間違いなくここだけがばかに良くなって、石打や法音寺の方は何でもないやという話

にはなりませんから、そのへんはひとつご理解をいただきたいと思います。そんなところで

よろしいでしょうか。 

○議   長  質問順位２４番、議席番号１２番・腰越 晃君。 

○腰越 晃君  重厚な質問のサンドイッチに合っているかなと。この後もまた素晴らしい

質問になるかなというようなところで若干緊張しております。それでは通告にしたがいまし

て一般質問をさせていただきます。 

１ 国民健康保険税賦課方式の変更について 

 初めに国民健康保険税賦課方式の変更について、ということで質問をさせていただきます。

内容を説明しておりますと非常に難しいですし長くなります。要点については現在、国民健

康保険税として賦課している方式、いわゆる４つの部分の課税部分を持っているということ。

この中に資産に対して課税する分がございますが、この資産割といわれるものを段階的に縮

小しゼロにする。資産割という課税区分を取らない。取らない課税方式も地方税法には規定

されておりますので。最終的にそういう方向に行けないかというそういう質問でございます。 

 国民健康保険税の賦課方式は地方税法第７０３条４項、これに規定されております。これ

にしたがって保険者である市町村は３方式ございますが、いずれかの方法を取るということ

になります。新潟県内おいては平成１７年度、この状況をみますと９８自治体ございますが、

その中で７３の保険者がこれは南魚沼市と同じでございますが、４つの課税、いわゆる固定

資産、資産に対しても課税をしております。また、２４の保険者市町村が、これから資産課

税、いわゆる資産割というものを除いた課税方式をとっております。１保険者が２方式とい

われます。均等割とそれから所得割です。この２つの課税と、そういう方式をとっておりま

す。 

４つの課税区分を持つものを別名、町村型といわれます。それから３方式については中小

都市型、２方式については都市型と、このようにも呼ばれております。南魚沼市は４方式町

村型でございます。本来社会保障の基礎、基本というものは、相互扶助であり社会連帯であ

ると思います。ということは、負担する能力に応じた課税をすべきであり、これは言いかえ

れば所得に応じた負担をすべきである、このように思います。国民健康保険税は所得割、本
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当はこれ１本でいいと思うのです。ほかの社会保険と同じように、１本でいいと思うのです

が、やはりこれまでの経過の中でこの所得だけに課税する部分では、十分に必要な保険料総

額を賄うことが困難であった。こうした状況の中からいわゆる固定資産に対する課税。そし

て平等に負担する部分、これを応益割といいます。この部分については今回、話を進めてい

きません。 

また、特に私どものような山間農村部、こうした所においては、以前はやはり現金収入に

乏しく所得割のみに依存するということは、先ほども申し上げましたように国保財政の維持

上無理があったと。そうした中では現金収入の有無、これも大事ですがそれにプラスして固

定資産、この固定資産の多い少ないこの部分について税金を賦課する。こうしたことが適切

であったと。言いかえればこの資産割というものは、所得割では賄いきれない部分、所得割

を補完するものであったというように言われてきております。 

しかし、近年では年間を通じた雇用、あるいは営業、こうしたものが一般化しており一定

の安定した所得が得られる。こうした環境になってきております。また、一方では民宿、旅

館こうしたところの廃業であるとか、農業における耕作放棄あるいは全面作業委託、こうし

たものが多くなり、資産が必ずしも所得を生む状況ではなくなってきております。また、固

定資産税を負担するという負担、そうしたものがあるために、逆に固定資産があるために非

常に生活が厳しくなっているという現実もあるわけです。 

まとめれば、固定資産を保有する人もそれだけでは経済的に裕福ではない。というのが実

情であると思います。また、この固定資産を利用するわけですね、活用するわけです。耕作

をします、耕します、作物を作ります、営業します、賃貸します、譲渡します。こうした場

合には必ず対価が発生します。この対価、所得については、またやはり国民健康保険税課税

されるわけです。ちょっと矛盾ではないかなというように考えます。そうしたことを考えて

いきますと、その一般質問の案内にも書いてあるように３点の問題点があるのではないかな

と。 

 １番目として、収入がなくても土地建物を所有している、こうしたことで資産割として課

税をされます。固定資産税はこれを持っている、持っていない、このことがいわゆる税金を

担う能力があると。資産があるということが税金を担う能力があるということは、一概には

言えないはずです。 

 ２番目として当然固定資産があれば、これは一般会計の歳入部門になりますが固定資産税

が賦課され支払っているわけです。それで、この一般会計から繰り入れを得て運営される国

民健康保険会計、ここでもやはり固定資産に応じて課税をされるわけです。ダブルカウント

の問題です。 

 ３番目として、この資産割を算定する際に、固定資産税が個人名義であればカウントされ

賦課されます。税金が賦課されます。しかし、法人名義であると国民健康保険料としては賦

課できませんから課税されません。そうした矛盾点もあります。また、たとえば他の自治体

に固定資産を持っていても、これに課税することもできません。そうした問題点があると私
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は思っております。 

 南魚沼市、今年度の国保税の状況は、地方税法７０３条にいわゆる４方式を採用しその配

分比率も同じであるというように仮定すれば、資産割課税部分というものは１０パーセント。

総額約１８億６,０００万円の１割で１億８,０００万円ということになります。これを今の資

産割を除く３税方式に換えた場合、所得割課税部分というのが今度は資産割部分から所得割

の方に移るわけです。それで所得割が現行の４０パーセントから１０パーセントプラスされ

て５０パーセントになるわけです。そうすると金額は、この資産割がなくなることによって

所得割の増額分は７億２,０００万円から９億３,０００万円ですから、約２億円強くらいのプ

ラスになります。 

こうして資産割をなくして所得割に移していった場合、９億３,０００万円という国民健康

保険税の５０パーセントにあたるわけですが、これが多いのか少ないのか。これは議論ある

ところであると思います。しかし、それを仮に資産割をゼロにして所得割に全額移したとし

ても、やはり個々の世帯、個人に返ってみれば、そんなに多くのこれによる矛盾が発生する

と、極端に上がったり下がったりそういうものが発生しないのではないかなと、私はそのよ

うに推定をしております。 

以上のように南魚沼市における国保税の課税方式について、私はやはり資産割への配分、

これの縮小を進めながら最終的には３方式に変更し、資産割というものをなくしていく、こ

うしたことが必要ではないかというようにとらえております。市長の見解をお伺いいたしま

す。 

２ 本庁方式移行と市長舎の増築改造について 

 次に本庁方式移行と市庁舎の増築改造について。何人かの議員が質問をされまして、大体

内容についてはもう出てきているのかなというようにとらえておりますが、まだ質問をさせ

ていただきます。私は本件については、市長の方針、考え方、これを全面的に支持をしてお

ります。それはやはり現在の分庁方式を本庁方式に変更する。そして組織の簡素化管理の効

率化を図る。同時に住民サービスにおけるスピードアップです。こうしたものを図っていく

べきである、そういうふうに考えております。 

また、もう１点、現在の六日町本庁舎を有効活用し、市の財政状況に応じた整備を目指し、

過分な市庁整備をすべきではない。もう１つ加えれば総合計画にもありますが、旧大和町、

旧六日町、旧塩沢町それぞれの特色を持ったまちづくりを進めていくべきである。そうした

ところにおいて、こと六日町地域についてはやはり行政の中心であり商工業の中心であるべ

きだ。中心的な市街地はここにとりあえずはあるべきだと。そのような考えがあるからです。 

しかし、六日町庁舎が建っているところは、もう皆さんご存知のように地盤沈下地域でご

ざいますし、非常に地盤が弱い地域でもございます。私は本庁の位置をずらす必要もござい

ませんし、ここに増築をするということに賛成をしますが、やはり、この地盤沈下に対して

どう対応をしていくのか。今あるこの建物についてきちんとこの建物の状況をチェックし、

どうした改善が必要なのか。あるいは増築するのであれば、増築する部分については地盤沈
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下に対してはどういう対応をとっていくのか。 

当然本庁ですから、もし地震が来た場合、地震災害等が発生した場合、やはりここは対策

本部となりそうした災害対策の中心的な役割を担う。そうした使命を負っているわけですか

らやたらなことで壊れてもらってはいけない。きちんと建ってそうした機能を果たしてもら

わなければならない。そうした思いからです。これについて、そうした技術的な投資内容で

あるとか投資金額等であるとか、まだまだそこまでは行っていないかもしれませんが、もし、

市長検討されている内容があればお答えください。 

３ 若年世代向け市営住宅の拡充について 

 3 番目として、若年世代向け市営住宅の拡充についてということで質問をさせていただき

ます。少子化人口減少の問題を克服していくためには、広範囲の課題があるのは皆さんご存

知のところです。今回の６月定例会でもこの一般質問において、何人かの議員がさまざまな

角度から、この少子化人口減少に対する対応について質問されております。 

ただ、これは決定打がない、さまざまな課題が重複してある、それらについてどうやって

取り組んでいくのか。ひとつだけではだめでございまして、いろいろな角度からいろいろな

面で取り組んでいかなければなかなか結果は出てこない難しい問題であるということも、皆

さんご承知であると思います。その中で小さなお子さんがいらっしゃる若年世代、そうした

方々の住宅環境、これの整備はやはり市は考えていくべきであろうと。そのように思いなが

ら質問をさせていただきます。 

近年のいわゆる雇用状況の変化から十分な収入を得られず、市営住宅への入居を希望する

若年世代という方々は非常に増えております。最近の例ですが、ここ 1年間ぐらいの市営住

宅への入居募集、これを市は行ってきたわけです。これへの応募状況の中で申し込み総数１

６７件、このうちの８4 件。５０パーセントを越える、いわゆる小さなお子さんを抱える若

年世代の申し込みが入っております。現在の市営住宅の数は４５７戸あるそうです。そのう

ちこうした若年世代が入っているのは１８６戸、約４１パーセントくらいだそうです。そう

いう状況です。 

やはり南魚沼市への定住世帯を確保すること、これは人口を維持し生産年齢世代を確保し、

また、市税、税金を確保し、そして市の総合力の低下を防ぐ上で最も重要な課題でもあると、

そのように考えております。定住するなら南魚沼市、子育てするなら南魚沼市。そうしたキ

ャッチコピーにふさわしいようなまちづくり、その一環としてやはり若年世代の住環境、こ

うしたものの整備に市は取り組んでいくべきではないか。積極的に取り組んでいくべきでは

ないかそのように考えます。 

具体的には住宅整備のための宅地開発。安くあげる手もいろいろ考えられるでしょう。ま

た集合住宅の整備。今の市営住宅をもっともっと造っていっていただきたい。簡単に言えば

そういうことになるかもしれません。また、市内にあるであろう空き家、そうしたものを借

り上げてこうした若年世代のために供給してあげると、そうしたことも考えられます。そう

した、この南魚沼市にとって大切な若年世代の方々が安心して住める環境、これを整備する
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ことについての市長の考えをお伺いいたします。以上でこの席からの質問を終わらせていた

だきます。 

○市   長  腰越議員の質問にお答えをいたします。 

１ 国民健康保険税賦課方式の変更について 

 国保税の賦課方式の変更ということであります。いろいろ数字をおっしゃっていただきま

した。若干こちらで調べたものと数値に若干の差はありますが、傾向としては同じですので

それは申し上げませんが。１番目の「担税能力」。固定資産には国保税を賦課すべきではとい

う部分のなかの担税能力といいますか、固定資産はいわゆる所得を生まないとこういうこと

であります。けれども、この固定資産というのはいろいろ申し上げましてもただで入ってく

るものではありませんで、やっぱり所得の蓄積あるいは相続、こういうことで生じていると

いうことでありますね、この資産そのものは。ですので時間的なずれやそういうことは若干

考えられますけれども、通常は間接的な担税力を有しているというふうに考えられておりま

す。ただ、そこからすぐお金がポンと生まれてくるということはあることもあるし、ないこ

ともある。それはご指摘のとおりであります。 

結局そういうこともありまして５：５。応能・応益を５：５。そのうちの４：１となって

いるわけです。そういう部分も配慮した中での割分だというふうに、私どもは今まで理解し

ております。しかも、ある程度安定的な保険料の賦課部分だということもあると思います。

これは町村方式と言われているそうでありますから、やはり都市部ではなくて農村地帯とい

いますか、そういう部分に多いというのは、そういうことだろうと思っております。 

ですので、担税能力は全然ないのではないかという、所得を生まないのではないかという

ことについては、若干の疑義がある。それから・・・それは２番目の方でしたか。直接収入

を生むことのない固定資産に賦課することへの矛盾でありました。失礼いたしました。ただ、

２番目の方はまたそこに税として固定資産税を払っているのに、また「税」としてという、

これは税法上からの話でちょっとこじつけ的でありますけれども、国民健康保険税と一般的

に言われておりますけれどもこれは「料」ですね。ですので別個のものだということですか

ら、そういう観点からは矛盾はしませんが、確かに固定資産税を払って、あるいは都市計画

税を払って、その上にまたそういう国民健康保険料を、というその部分は残ると思いますけ

れども矛盾をするという形ではないと。税を二重取りではないかという、そういう矛盾は生

じないということであります。 

それから法人名義であればということ。これは当然でありまして、法人は国民健康保険に

は全く加入していないわけでありますから、そこから加入していないところから取るという

ことはできないわけでありますので、これは致し方ないといいますか、自明の理といいます

か、そういうことであります。住所を有する市町村に所在する固定資産に限り、資産割を算

定しているということであります。これは、当然ですけれども住民がその地域内で使用して、

便益を受けている資産に対して保険税を課するということですから。例えば、南魚沼市に住

んでいてこちらには全く固定資産がなくて、魚沼市には固定資産がある。だけれど国保では、
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例えば南魚沼市の加入だということであれば、これはとてもそちらまで行って課税するとい

うわけにはいかないというのは、これはどう考えても矛盾ではないといいますか、そういう

ことだと思っておりますので、これはご理解をいただきたいと思います。 

 そして根拠は一応ある。根拠はありますがゆえに、地方税法７０３条の４という部分を使

ってやっているわけであります。ただ、この賦課方式を採用した時点と今現在は、社会情勢

も大変違ってきております。喫緊に、ということにはならないと思いますけれども、中長期

的に徐々に賦課方式については検討していかなければならないだろうと。そっくりすぐに所

得割だけに限定を、という部分が簡単にはできないと思います。１億８,０００万円が２億円

くらいになるという話でしたけれども。そうすればしたで、これはある意味で資産を持たな

いで所得だけで、という部分の方が、非常に反発もあるだろうという部分も予想されます。

ただ、考え方としては、そういうことは全体の今の社会情勢や経済情勢、これらを見た中で

賦課方式についてそろそろ検討を加え始めなければならないだろう、ということは考えてお

ります。その程度の今は答弁にしかなりませんが、よろしくお願いいたします。 

２ 本庁方式移行と市長舎の増築改造について 

 本庁舎方式と市庁舎の増改築。この中でいろいろありがとうございます。今、そういうつ

もりでやっておりますが、この地盤沈下の件、これはやはり一番懸念するところであります。

この庁舎は先の地震に遭遇したときにも、ほとんど被害がなかったわけであります。外側が

液状化というようなことがありまして、そういう部分はありましたが、内部的といいますか

庁舎本体には１００パーセントと言っていいほど被害がなかったわけであります。これは、

相当数のパイルを打設して、この上に建設をしたということでありますから、今の技術から

いいますれば、増築する部分についてもそういう技術工法を用いれば、震度７程度の地震に

対しても当然もちうると、耐えうると。それはそうして造らなければならないわけです。で

すのでその点についてはあまり心配をしておりません。 

ただ、地盤が地盤でありますので、もっと地盤が強固のところに建てるよりは、若干基礎

部分で費用が増高するということは考えなければならないと思っております。それが倍と半

分になるなんてことではないと思っておりますので。ただ、具体的にどうだということは検

討しておりませんが、ある程度の答申が出てから、きちんとした検討を来年度中に加えて、

さ来年度できれば発注という形にもっていきたいと思っております。 

 雪の消雪については地下水利用をやってきたものが、非常に率先して行政が地下水を利用

しない方法ということで、ご承知のように庁舎の南側部分を何とかという方式でやってみた

わけです。電気料が 7分の１になるなんていうふれ込みでやりましたが、ほとんど機能しな

いで４,０００万円かけたのですね、ここは。だいたいだめです。今は使用しておりません。 

では、その地下水を使わないでどういう方法があるか。当然ロードヒーティングをどうす

るかということですけれども、化石燃料を使うことは今は非常にためらいもありますし、環

境問題を考える上では非常にまずいということでありますから。当面考えますのは先ほど触

れましたように増築する部分は２階以上。ですので１階は駐車場ということになりますれば、
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その部分は雪の心配はいらないわけであります。あとは当面やはり機械除雪の対応。そして

今機能している消雪パイプをどの程度まで使えるか。それらを併用しながらということにな

ろうかと思います。 

機械除雪を、ということになりますと今年を見ますと相当堆雪場所が広く必要になるわけ

でありますので、そのへんも考慮しながら。そして今の保健センターの部分もこのままでい

いのかどうなのか。ここにも検討を加えながら機能的な庁舎整備を目指したいと思っており

ます。 

３ 若年世代向け市営住宅の拡充について 

 ３番目の、若年世代向けの市営住宅の拡充であります。おっしゃっていただいた数字はす

べてそのとおりでありますので、特にこちらでは触れません。住宅整備のための宅地開発、

それと集合住宅、いわゆる住宅といいますか建設です。これは今のところちょっと計画はご

ざいません。しかしこれからは、今後は住宅マスタープランを策定して今後の建設を検討し

ていかなければならないということであります。この住宅マスタープランのない自治体は補

助事業ができないということであります。このマスタープランをまず作成をするということ

です。 

空き家の借り上げにつきましては、空き家状況と空き家への入居要望について調査をして

おりまして、現在１２戸の空き家情報が寄せられて所有者の意向を確認中であります。この

入居要望につきましては、空き家でもいいから、という部分で入居要望につきましては住宅

の入居選考からもれた世帯に聞き取り調査をしておりますが、要望はほとんどないと。やっ

ぱり市営住宅のああいうところに入りたいということなのでしょうか、どうなのかどうでし

ょうか。ちょっとわかりませんが、今のところはほとんど要望がないということです。 

今年度から子育て世帯入居優先度の向上を図るために、選考基準を見直しております。こ

れを踏まえての住宅選考委員会、今回募集戸数７戸をやりました。この７戸すべてが子育て

世帯である若年世代が入居決定をしたという選考委員会の決定を、私が報告を受けておりま

す。そういうふうにいたしまして今後も、公営住宅において若年世代の世帯対応を極力検討

していきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

○腰越 晃君  それでは再質問をさせていただきます。 

１ 国民健康保険税賦課方式の変更について 

 国保税の賦課方式については、中長期的に検討を進めていく必要はあるという答弁を今い

ただきました。なかなか急には無理かな、というように感じているところでございます。ま

た、資産が全く担税能力との関係がないということもないとは、私も考えておりますので、

そうかなというようなところです。お隣の湯沢町では３年間くらいの期間を設けまして、地

税法で決まっている資産割１０パーセントを、６、３、下げていって３年目で４税方式から

３税方式に切り替えていくと、そういう予定で進んでいるようでございます。来年からおそ

らく３税方式になっていくのでは。 

やはり市長が言われましたけれども、いわゆる非常に景気が悪い中で、今まで社会保険で
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あった事業所が、国民健康保険に変えたと。そういう中で社長の名義であった土地を法人名

義に変えたと、課税されるので。そういったケースもあったのではないか、というような議

論も湯沢町ではされていたようです。そうした、言われましたけれども例えば南魚沼市に住

んでいて、魚沼市に固定資産がございますよ。課税されませんと。やっぱり私が考えるには

もう矛盾しているのではないかなと思います。 

また南魚沼市も、人口 1万５,０００人から２万いくつかの町の集合体、町ではないわけで

すから、やっぱり６万人を越える市になっておりますし、また、国民健康保険、被保険者数

もおそらく２万人は超えているだろうなと、これは具体的には調べておりませんが。そうし

た規模、内容の中では、やはり現実的に資産を持っていてもそれが重荷になっているという

話もよく聞いてきているわけです。塩沢町議会当時もそうした議論がたくさんありました。

資産課税部分１０パーセントを減らしていけないだろうかと。 

そういった中で塩沢町では若干減らしてきているような、私はそういうふうにとらえてい

たと思うのですが。そういうこともできますので、できれば検討していただいて、そのへん

の率については変動できるはずです。下げてみてどうだろうか、というようなところまで踏

み込んでいただければありがたいなというように思います。 

この問題はあまりしつこくやりますと、本当にどれだけの課税負担者に問題があるのだと。

そこまで入っていきますと、なかなか妥当な理由というのも出てこなくなってしまう問題な

ので、この辺にしておきたいと思います。中長期的な検討、それについてはもう少し中身を

突っ込んで考えていく中で、早くできないかというようなところでございます。 

２ 本庁方式移行と市長舎の増築改造について 

 それから２番についてですが、２番の本庁方式。それから市庁舎の増築部分についてです。

先ほどの牧野議員の質問の答弁にもありましたけれども、ＪＡみなみの倉庫部分を買収して

そこに別館を建てるという構想。またこの庁舎も多少の修繕は入るかと思いますけれども、

やはり私はそういったいろいろな細かい技術的な問題だとか設計上の問題、いろいろな問題

があるのですけれども、やはり基本的に、今後少なくとも２０年、３０年ぐらいは使える、

そういった施設として検討していただきたいと思います。 

 合併特例債の使用期間というのは合併後１０年間でございます。特例債をあてこんで市庁

舎を造るというのは、もう合併して１年経ちますからあと９年間でございます。そうしたと

ころは考えて欲しくない。やはり市庁舎を増築であれ、特例債を使ってやるのであれば最低

３０年は持つぐらいの、そういう基本的な構想の中で進めていただきたい。そのように考え

ます。 

３ 若年世代向け市営住宅の拡充について 

 ３番目の子育て世代の市営住宅の拡充についてです。確かに住宅マスタープランがないと

国・県の、これは５０パーセントの補助事業になるかと思いますが、そうしたものができな

いということでございます。当然早急にこれについては仕掛かるべきだと私は考えているの

ですが、予定についてはどのようなものでしょうか。お聞かせください。 
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○市   長  再質問にお答えいたします。 

１ 国民健康保険税賦課方式の変更について 

 １番目の国保の関係でありますけれども、先ほど触れましたように検討を加えていかなけ

ればならないということは理解しております。昨日、一昨日の議論の中でありました医療制

度改革も相当のスピードで進んでおりまして、大変な状況がまた見えているわけであります。

交付金、受け取る金より出す金が、１億何千万円も多くなろうかという、そういう問題も含

めて、これは単に国保の賦課方式だけを検討するということではなくて、医療制度的な部分

の中でトータル的に考えていかなければならないだろう。そうなりますと、議員おっしゃっ

たように、たとえば今、４：１を、４.５：０.５くらいにしてみるかとか、そういうことも含

めながら中長期的に検討をさせていただくということでご理解をいただきたいと思います。 

２ 本庁方式移行と市長舎の増築改造について 

 庁舎につきましては、おっしゃるとおりでありますので、そういうことも含めてきちんと

３０年、４０年先も大丈夫だということを考慮しながら、建設に向けてあたっていかなくて

は。ひとつだけ、今のＪＡ側の方を買収させていただいてそこに増築するということは、ま

だ方針として出しておりません。南側か北側かどちらかですけれど、どちらに増築した方が

駐車スペース等も含めていいのか。これをこれから検討しなければなりませんので、そんな

ことだけをひとつご理解いただきたいと思います。 

３ 若年世代向け市営住宅の拡充について 

 マスタープランは都市計画課長が答弁いたします。 

○都市計画課長  ３ 若年世代向け市営住宅の拡充について 

腰越議員も住宅委員でいられますので、マスタープランについては重々ご承知のことと思

います。実はこのマスタープランにつきましては、１８年度にやりいということであったの

ですけれども、諸般の事情でできなかった面もありますので、今後１9 年度以降、予算要望

につきまして検討をしていきたいと思っています。以上です。 

○腰越 晃君  終わります。 

○議   長  休憩をいたします。休憩後の再開は３時といたします。 

（午後２時３６分） 

○議   長  休憩前に引き続き本会議を再開いたします。 

（午後３時００分） 

○議   長  一般質問を続行いたします。質問順位２５番 議席番号２２番・笠原喜一

郎君。 

○笠原喜一郎君  通告にしたがいまして２点ほど質問させていただきます。 

１ 基幹病院建設を機に市内の医療体制をどう再構築するのか 

 まず１点目は、基幹病院建設を機にこの市内の医療体制をどう再編をするか、ということ

でお聞きをいたします。この問題につきましては、初日に笛木議員、そして先ほどの牧野議

員が取り上げてあります。市長の答弁等を参考にしながら、なるべくダブらないでまた違っ
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た視点で質問をさせていただきたいと思っております。 

 まず、私は昨年の１２月議会で基幹病院について市長に一般質問をさせていただきました。

この基幹病院を考えるときに、私は３つの視点でやはり考えるべきであろうということで質

問をさせていただきました。 

１つは、医師をどう確保するかということであります。この地域は慢性的な医師不足であ

ります。特に小児科あるいは産婦人科といわれるような部分を、この基幹病院建設を機にき

ちっと確保していく。そのことをまず第一に考えるべきだろうというふうに質問をさせてい

ただきました。 

そして２点目は、ちょっと重くなる、あるいは心臓外科のようなそういう重い病気につい

ては、長岡まであるいは新潟まで下がるというそういう中で、この地域できちんと対応でき

る体制を作っていただきたいということでありました。 

そして３点目は、この基幹病院が将来にわたって安定的に経営をできる体制であっていた

だきたい。そして、市の立場から見れば、市立病院の経営に関わりながらこの基幹病院の経

営に参加をする、あるいは出資をするということは、今の財政状況からそれは無理だろうと

いうことを市長に正しました。 

そうしたなかから半年経過をした中で、まだはっきりとした部分は見えませんけれども、

この６月議会が始まった１４日の日に新潟日報で１つの記事が載っておりました。それは、

基幹病院については六日町病院と小出病院を統合して建設をするのだということであります。

そうした中でこれからのこの市内の医療体制をどう再編をしていくかということを市長にお

尋ねいたします。 

 まず、確認の意味を含めて市長にお伺いをいたしますけれども、最初に言ったようにこの

地域は慢性的な医師不足であります。この医師不足を、基幹病院の建設を機に解消したいと、

それが私を含めてこの地域のすべての人達のやはり思いだろうと思います。県は今のこの基

幹病院の中で新潟大学と連携をして、ということで言っております。 

しかし私は、今年度になってから３人の医師と我々のクラブ、あるいは魚沼の議員、ある

いは他の会派も含めて懇談を持たせていただきました。最初に懇談をさせていただいたのは

大和病院の斎藤院長であります。そして２回目は今、庁内でこの検討委員会の座長をされて

いる堀内先生であります。そして、もう１人は３医師会が５首長に提言をした医療支援ビジ

ョンシステム検討委員会の副委員長をされていた黒岩先生であります。その３人の先生方の

言っていることは、いろいろやはり違いはあります。 

しかし、１つだけその３人の先生方が言っていることで一致することがあります。それは、

県が医師の確保を新潟大学で賄うというその部分については、なかなか難しいだろうという

言い方であります。基幹病院で医師をきちんと確保できなければ、その基幹病院の大きな役

割のなかに病院と病院の連携ですね、病病連携ができないということなんです。医師の派遣

ができないということなんです。ということは、この地域は基幹病院ができてもやはりいつ

までたっても医師不足というのは解消できないと、私はそういうふうに心配をしているとこ
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ろであります。市長は県との協議の中で、新潟大学との連携によって医師を確保するという

県の説明の中で――私は新潟大学の先生と接触をしたことはありませんけれども――具体的

にどういう手法で医師を確保されようとしているのか。まずそれをお聞きをいたします。 

 ２つめは運営であります。１２月のときは財団法人、あるいは特別行政法人等の話があり

ましたけれども、この前の新潟日報の記事の中では、県が出資をする財団法人になるのであ

ろうというふうな書き方でした。そこで、私は市長に確認をさせていただきます。心配をす

ることは、先ほど言ったように市立病院を持ちながらその出資団体にこの南魚沼市が入ると

いうことは、私はやはり無理だろうという思いを持っているわけです。今までの話し合いの

中で、我々の南魚沼市が出資をしなければならないのか。あるいは運営に参加をするのか。

その辺をお聞きをいたします。 

 さて、六日町病院と小出病院が統合して基幹病院という中で、３医師会が提出をした試案

の中では、やはりきちんと住み分けをすべきであろうというふうに書いてある。基幹病院に

ついては３次医療、そして、あとの１次・２次については地元の病院でそれに対応をすると。

そのことが提言で出されております。それを市長はどう受け止められるかということをまず

お聞きをいたします。 

このことをどう判断するかによって、私はこれから県が出してくる構想に対してどう対応

するかということに、大きく関わってくる問題だと思っています。私は３人の先生方の話を

聞いた中では、やはりそういう形がベストだろうというふうに思っています。しかし、この

財政の状況の中で、大和病院の機能を持ちながら、そして六日町病院の施設を利用し、さら

に城内病院の今の機能を維持するということが、私はやはり無理だろうというふうに思って

います。そうした中で、初日の、笛木議員の話の中では、市長は大和病院のその１次の部分

を大和地域に造られる基幹病院でぜひ賄っていただきたい、というような話がありましたけ

れども、こうしたことについてどういう姿勢で臨まれるのかお聞きをいたします。 

そして、場所についてであります。今、この前の答弁の中では、大和病院の周辺、あるい

は駅の周辺という言い方をしました。県がどういうふうに出てくるかという話でありました。

しかし、やはり南魚沼市の要望としてはっきりと、大和病院の隣接地にお願いをしたいとい

うことを言って、そして始まるべきであろうというふうに私は思っていますけれども、市長

のお考えをお聞きいたします。 

 いずれにしましても、どういうふうにこの再編をしても、やはり一番は医師をどう確保し

ていくか。将来にわたって安定的に確保していくか。そのことが大事だろうと思います。今、

市長が県との交渉の中で本当に知り得る、そして私はこうしていきたいという部分を、お答

をいただきたいというふうに思っております。 

２ 障害者福祉計画策定の中で就労支援にどう取り組もうとしているのか 

 ２点目は障害者福祉計画の中で就労支援についてどう取り組もうとしているのかというこ

とで質問をさせていただきます。 

私は初めて辞書を引かせていただきました。福祉ということで辞書を引いてみました。私
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が９年間議員をやっていた中で当たり前のように福祉という言葉を使ってきましたけれども、

初めて辞書を引いて驚きました。私が思っている福祉というその意味と、辞書に書かれてい

る福祉という意味は全く違っていました。私は支援というような考えを持っていました。し

かし、辞書はそうではありません。「福祉とは幸せ」ということであります。幸福ということ

でありました。ですから、今回作る障害者福祉計画というのは言いかえれば、「障害者の幸せ

計画」だと、私はそう思っています。そうした視点に立ってぜひ作っていただきたいと思っ

ております。 

この４月から支援法がスタートしたわけでありますけれども、そのポイントはこの前の社

厚の委員長さんからいただいた報告の中にありますように、今までは３つの障害が別々のサ

ービスでありましたけれども、それを一元化していくと。そして、そのサービスの主体は地

元自治体がやっていく。そして、サービスを受ける人は応分の負担をする。そして、もう１

つは就労を支援をしていくということです。この就労支援について、この計画が１０月１日

から作成をされるわけです。今年度中に作成をされるわけですけれども、どういうふうな計

画になっているのか。施設から地域に、ということであります。そういう中で自治体の本当

に熱意が試されているわけですけれども、この就労支援について、どういうふうに取り組み

をされているのか。そして、この計画を作る委員会の中に障害者、あるいはその家族の方が

当然私は含まれていると思いますけれども、その委員についてもお知らせをお願いしたいと

思っています。 

 以上２点について質問をさせていただきます。 

○市   長  笠原議員の質問にお答えいたします。 

１ 基幹病院建設を機に市内の医療体制をどう再構築するのか 

 基幹病院の関連であります。まず、最初に基幹病院の建設に当たりまして一番の眼目は、

当然でありますが高度救急、３次医療も含めた医療体制がここで整うこと。これは当然であ

りますし、医師の確保、これを最大念頭においた基幹病院だということも、今までずっと申

し上げてきたとおりであります。 

そこで、この新大との提携といいますか連携であります。この話が出ました後に、私も新

大の下條教授とちょっとお会いをいたしまして、当時は基幹病院についても厚生連とかいろ

いろの名前が挙がっておったわけであります。そこで、たとえばそういう民間の皆さん方が

運営に入った場合に、新潟大学は県のおっしゃっているようにそういう連携ができるのかと

いう話を聞きましたら、それはできないということです。いわゆる国、独立行政法人とはい

いながら国の機関でありますので、民間との医療の医師の連携はできないと。医師の派遣と

かそういう部分についてはできないということ。 

しからば、県はどうするのだろうということでいろいろ話を聞いたり進めていったりした

結果が、県はやはり新大との連携を第一に念頭におくと。それで障害になる運営母体につき

ましては、独立行政法人ということであります。この独立行政法人について先ほど触れてい

ただきました、周辺市町村が出資をしなければならないのかと。これは確認をしておきまし
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たが、それについては県は考えていないということでありますし、我々も・・・（「財団法人」

の声あり）独立行政法人の方が非常に強いということであります。県の出資による独立行政

法人が可能性として一番高いと。もしくは財団法人。あるいはないばかりではないというこ

とでこれはないと思うのですが、一部事務組合といいますか、そういうことでありますが、

それについてはないものだというふうに私は思っておりますし、他の市町の皆さん方も市、

町の皆さん方もこの病院の運営に関わるということだけはやはりできない。これは確認をし

ておりますし、県の方も非公式でありますが確認済みであります。 

そこで、新大との連携でお医者さんが確保できるのかと、この問題であります。これは非

常に、今おっしゃっていただいた斎藤先生、堀内先生、黒岩先生、それから魚沼市の庭山先

生。この先生方は非常に懐疑的といいますか否定的であります。新大と連携してもなかなか

医師など確保できないと。 

ところが、これを私どももいろいろ確認をいたしますと、当然、今新大で抱えている教授

の中では無理があるわけです。今、六日町、小出、あるいは大和この病院にいらっしゃる医

師もいますし、特に指導的な医師といいますかそういう部分については、結局、例えば東大

とか、例えばですよ。そういう方で助教授的な立場とかの皆さんを、一時新大の籍に入れて

教授として新大籍をとっていただいて、そこでお勤めをいただく。例えば２年なら２年、３

年なら３年、そこに勤務をいただいて今度は例えば東大であれば東大に教授として帰るとか、

そういうような方向を考えているようであります。しかも、この方式は、これは確か全国で

初めてになるケースだと思うのです。厚生労働省・文科省もある意味では非常には注目もし

ておりますし、支援もしていこうということだというふうに伺っております。 

今の鈴木保健部長はご存知のように厚労省の職員であります。ですので、本省側との話と

いいますかも相当綿密にやっているようでありますので、そこのところに私どもはある程度

信頼をおいたり期待をかけたりというところであります。ただ、やはり院長といいますかそ

の先生は、誰が考えてもそうですけれども、カリスマ性のある知名度の高い先生を置かない

と、なかなか先生が集まらないぞという話は聞こえてきております。その辺がこれからの一

番のポイントになるのだろうと思っておりますけれども、そんな方向であります。 

それで、私は六日町病院、小出病院が県立県営ではなくなるという部分の具体的な県から

の打診を受けまして――小出の方は私が申し上げることではありませんが――六日町病院は、

とにかくそこが前提でないと基幹病院は進まないということでありましたので、そうであれ

ばそれで結構ですと。結構でありますが、今の六日町病院のある程度の機能、そして今の位

置は絶対変えるわけにはいかない。最終的には市でそれを受けるか、先ほど申し上げたとお

りであります。たとえば民間で受けていただく方があるのか。これはわかりませんけれども、

ある程度の機能、２次医療的までの機能と位置はここに残す。そういう確認をしております

し、間違いなくそれをそうしていかなければならないと思っています。 

そこで、今、議員おっしゃっていただいたように、大和病院も、今ある六日町病院も、そ

して城内病院も全部市で運営していくということには非常に無理がある。その中で、今、大
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和病院で持っている２次医療的な機能を、基幹病院のなかに包含はできないのかということ

を今、打診中であります。今まで基幹病院についてはずっと、３次に特化ということをおっ

しゃってまいりましたね、県の方は。ただ、それで経営が成り立つかどうかということは、

非常に皆さんが懐疑的でありましたけれども。ベッド数も含めて２次分の大和の機能を、基

幹病院のなかに包含できるか否かと、今これを県に打診をしているところであります。 

 そして、位置につきましてはご承知でありましょうが、今の大和病院の東側と、今の大和

庁舎附近という２カ所を県の方に提示してあるわけであります。県がある意味では選択をす

るということでありましたが、これも先般の医薬国保課長等が来庁された際に、最終的には

南魚沼市の考え方に沿う方向が強いということをおっしゃっておりました。そうであれば私

達がよりベターな建設位置を、今度は具体的に私どもの方から提示をしなければならないと

思っております。どこに、という部分は今は触れられませんが、先ほど大和病院という部分

の話を出したことでもご理解をいただきたいと思っております。そういうことで、位置につ

いてもいずれそう遅くない時期に、市として具体的な位置を今度は要望といいますか提示を

して、県の了解を得たいと思っておりますのでよろしくお願いいたします。 

 そういうことでありまして、大和病院と六日町病院の関わり、これをこれから早急に詰め

ていかなければならないわけです。県も、おっしゃっていたように小出と六日町病院が県立・

県営から外れるということを、基本的にそこに所在している自治体がある程度承知をしたと

いうことにならないと、次の提示はできません、ということでありました。 

ですので私どもはそれで結構。小出、魚沼市側も、それで結構だとは言わないけれども、

とにかく県がまず先フレームをきちんと出しなさいということは、星野市長さんとも確認を

した上で県の医薬国保課長の方に伝えてあります。その際には、それでは県が早急にまずフ

レームを出します、ということをおっしゃっていますので、６月内という話をしておりまし

たが、若干はずれかもわかりませんけどそう遅くない時期に、ある程度の骨組みが出てくる

ものだろうと。 

ただ、そこに前々から県が言っておりました、基幹病院を中心にした地域づくり、まちづ

くりはどうあるべきかというところまでが、今回の提示で出てくるかどうかはちょっとまだ

わかりませんが。やはり出てきていただきたいと思っておりますけれども。ただ、位置が私

どもの方にもし一任をされたということになりますと、位置によってまちづくりの形態も変

わってくるわけですので、そのへんが若干ずれるのかなと思っています。何れにしても今年

度中にきちんとした青写真を作り上げて、来年度は基本計画を作ると。この方向に今ずれは

ございません。そういうことで進捗しておりますのでよろしくお願いいたします。 

２ 障害者福祉計画策定の中で就労支援にどう取り組もうとしているのか 

 障害者福祉計画の中での就労支援であります。この生涯福祉計画の策定の委員は、これか

ら選任でありますので、まだちょっと人選にも至っておりませんが、まんべんなくそれぞれ

の皆さん方から、そういう知識のある方にお願いをしたいと思っております。 

そこで、今ほど触れましたように、障害者基本法に基づく障害者計画と、障害者自立支援
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法に基づく生涯福祉計画、これを策定する予定であります。本年度。その計画の項目の１つ

として雇用就業についてきちんと記述するということになっておりまして、策定にあたりま

しては一般企業への就労の取り組みであります。職業安定所、労働基準監督署それから県の

機関等で組織する「障害者雇用連絡協議会」の中で、一般企業への就労の取り組みについて

は具体的に検討いたします。 

受け入れ事業主の拡大の取り組みにつきましては、障害者雇用促進および助成金制度等の

普及についてこれをきちんとやっていこうと。 

障害者自立支援法による訓練などの給付、地域生活支援事業の取り組みにつきましては、

まず一般企業就労のための知識や能力を身に付けるための就労支援。そして一般企業への就

労が困難な方には、就労の機会の提供や生産活動、その他の活動の機会を提供する就労継続

支援。これらについて具体的に検討して個々のケースに対応ができるような体制の確立を図

っていきたいということであります。 

なお、今、上町保育園を建設いたしますが、この中に障害の皆さん方からモザイクのよう

なビーズを埋め込むみたいな、だいたい２００万円ぐらいでしたか、これを作成していただ

こうということです。そういう就労にはなりませんけれども、雇用的な部分の機会もこれか

ら行政としても考えていかなければならない。 

だいたい公共事業の一般的に５パーセントくらいを、そういうことに振り向けたらどうだ

という話もありまして、それに取り組んでいるところもあります。たとえば道路であっても

歩道にはそういう部分をやるとか。そういうことも一生懸命考えながら障害者の皆さん方の

独立・自立、これに向けて一生懸命取り組んでまいりますのでよろしくお願い申し上げます。

以上であります。 

○笠原喜一郎君  １ 基幹病院建設を機に市内の医療体制をどう再構築するのか 

基幹病院の方につきましては、今、市長の方から詳しく答弁がありました。先ほど言った

心配をされている医師確保、そのことが今答弁にあったようにきちんとやはり確保できると。

そしてそのことによって市立病院等に病病連携、そして医師の派遣ができるということを一

番に考えた中で、これから交渉していただきたいと思っています。 

 それから、その基幹病院への出資あるいは参画については、今までの段階の中ではないだ

ろうということだろうと思いますが、ぜひ私はやはりそういう形であって欲しいというふう

に思っています。 

そこで、でありますが、３医師会が首長に提出をされた試案の中で、具体的には基幹病院

の病床数については３５０床、そして小出病院については１００床とうい形で出てきており

ます。今、小出病院は２５３床だかと思いますし、六日町が１９９床ですので、その２つを

たすと４５０床です。４５０床を片方３５０床の基幹病院、片方１００床の小出病院という

ことであれば、私はそう六日町病院の機能は病床数を削減する必要がないのかなというふう

に思っています。今、３魚沼の基準病床数は、２,５００いくつかということで、そして既存

の病床数も同じぐらいですので、だいたい満たしているという中で、県立病院の統合によっ
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て基幹病院と小出病院ということであれば、今のこの六日町病院の病床数はそんなに減少し

なくてもいいというふうに私は思っています。また、塩沢や六日町地域の１次あるいは２次

を考えれば、そういう形でやはり考えていくべきだろうというふうに私は思っています。 

そして、もう１つは先ほど言ったように、六日町病院の施設を利用しての市立病院、そし

て城内病院、そして大和病院という中で、先ほど市長も、市立病院あるいは民間を、という

ふうに考えているという答弁がありましたが、私はぜひ、民間の力をそこに入れていただき

たい。そうすることによって市民、住民は公であろうが民であろうが、きちんとしたサービ

スさえ提供していただければ、私は何ら差し支えないというふうに思っています。こうした

状況の中で、この民の力を利用してサービスを確保していただきたいと。そのことを庁内の

検討委員会の中でも、きちんとやはり議論をしていっていただきたいというふうに思ってい

ます。 

２ 障害者福祉計画策定の中で就労支援にどう取り組もうとしているのか 

 もう１つは、就労支援の方で再質問をさせていただきます。確かに一般企業への就労とい

うことで、就労移行支援という形がありますし、また、そこへ行くまでの方の支援というこ

とで、就労継続支援という形であります。私は、本当は先ほど福祉ということの意味を説明

させていただきましたけれども、「幸せ」なんです。もうひとつもっと突っ込んでいけば、広

辞苑には、積極的には生命の繁栄ということも書いてあります。そして、また別の辞書であ

れば、社会のかなで生活していくうえで、経済的文化的な満足感が得られること、それが福

祉だというふうに言っている。ですから、障害を持っていようが、そしていろいろな状況不

利な状況であっても、私も社会の一員であるということをやはり実感できる、そういう計画

にしていただきたい。 

地域生活支援事業の中で、移動支援というのがあります。課長は当然わかっているかと思

います。今のこの障害者の授産施設という中で、これはすべて知的の授産施設であり、精神

の授産施設である。しかし、私が今、例を出して言って、念頭にして話をしているのは、そ

うでなくて身体に障害を持っている方もやはり働きたいのだということであります。そのと

きに、親がいつも送り迎えを、果たしてそこまでできるかということです。今、こうして移

動支援という形が出ている中で、私はやはりここにそういう人がどのくらいいるのか。そし

てどういう希望を持っているのか。やはり皆が働きたいと。あるいは、これから１割負担を

する中で少しでもやはり自分で稼いで、そして社会の一員として自分も満足感を得たいとい

うのが、みんなの気持ちだろうと思っています。そういう中で移動支援ということを、私は

きちんと福祉計画のなかに入れていただきたい。そのことを思っているわけでありますが、

この２点について再質問をさせてもらいます。 

○市   長  再質問にお答えいたします。 

１ 基幹病院建設を機に市内の医療体制をどう再構築するのか 

 病床数につきましては、計算上はそれぞれのことが成り立つわけであります。そして、こ

れも具体的に報道されたことがあったかどうだかちょっと私が定かではありませんが、基幹
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病院の病床数はやはり精神科も含めて４５０床だったですか、という話も若干伺っておりま

す。ですので小出病院の方は、精神科の方が１００床削られるのか５０床削られるのか、ち

ょっとわかりませんけれども、そういう部分も出てまいります。いろいろ組み合わせれば、

確かに大和病院の１９９床というのもあるわけですので、例えば六日町病院の機能は今そっ

くりこのままここに残せるということになるやもわかりません。これはこれからの話の詰め

具合だと思っておりますので、１９９床が適当であるかどうかも含めて、きちんとした対応

をしてまいりたいと思っております。 

 民営ということであります。確かにどなたが経営されようと、きちんとした医療が提供で

きれば、それは住民の皆さんにとってはそれでいいわけでありますので、私も最初からもう

これは市が受けたなんてことを申し上げているつもりはありません。最終的にどこも、とい

う部分がでたときには、市が引き受けてでもこの部分はここに残さなければという思いを語

ったところでありますので、ご理解をいただきたいと思います。 

２ 障害者福祉計画策定の中で就労支援にどう取り組もうとしているのか 

 移動支援、という内容について私がちょっと理解しておりませんけれども、これは後で課

長がもしそうであれば答弁いたします。そういう部分も全部含めて、おっしゃったように障

害者の皆さん方が、きちんとした生活ができて、希望が持てて、そういう支援方策をきちん

と策定しなければなりませんので、そのことは十分、心、念頭に置きながらこの計画を作っ

ていきたいと思っておりますのでよろしくお願いいたします。 

○福祉課長  ２ 障害者福祉計画策定の中で就労支援にどう取り組もうとしているのか 

今ほど言われました移動の支援については、行動援護というようふうなことで、自立支援

法のサービスの１つに挙げられております。このサービスをどこまで提供するかにつきまし

ては、障害の程度を審査会で諮って、最終的には内容を決定していくというふうなことにな

ります。 

そのほかに今、市では、そういった授産施設等へ通う費用の一部を補助しているわけです

が、そういったことも組み合わせながら、できるだけ障害者の皆さんが社会に参加できるよ

うな体制を整えていきたいというふうに思っております。 

○笠原喜一郎君  ２ 障害者福祉計画策定の中で就労支援にどう取り組もうとしているの

か 

障害福祉計画についてです。サービスを提供するというのが、地元の自治体に下りてきた

わけですね。これは、各自治体によって差が出てくるということなのです。そういうことな

のです。ですから、これから計画を作るという中で、やはり熱意と力量。本当にそうなんで

す。本当にこのことに対してこの南魚沼市が、どういう熱意を持って作るかというそこにか

かっている。それでは、その熱意とは何かといったら、やはりその人達の気持ちになって物

事を考え、そして実行することだろうと私は思っておりますので、関係の課で、そして担当

の職員で、その気持ちになって計画をぜひ作っていただきたいと思います。お願いいたしま

す。 
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○議   長  以上で一般質問を終わります。 

○議   長  本日の日程は全部終了いたしました。本日はこれにて散会いたします。 

次の本会議は明日、６月２３日午前９時３０分から当議事堂で開きます。大変ご苦労さま

でした。 

（午後３時３５分） 

 

 


